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１　財　務　諸　表



【地方独立行政法人岡山市立総合医療センター】 （単位：円）

科　　　目

資産の部

Ⅰ．固定資産

１．有形固定資産

土地 1,930,520,000

建物 11,571,128,956

建物減価償却累計額 △ 5,116,131,202 6,454,997,754

構築物 1,678,103,209

構築物減価償却累計額 △ 694,540,680 983,562,529

車両運搬具 23,074,229

車両運搬具減価償却累計額 △ 21,466,746 1,607,483

工具器具備品 6,023,746,513

工具器具備品減価償却累計額 △ 4,865,876,846 1,157,869,667

建設仮勘定 870,000

有形固定資産合計 10,529,427,433

２．無形固定資産

ソフトウェア 285,000,905

その他無形固定資産 2,459,600

無形固定資産合計 287,460,505

３．投資その他の資産

投資有価証券 1,000,000,000

長期貸付金 2,884,744

長期前払費用 388,752,518

破産更生債権等 2,710,774

貸倒引当金 △ 2,710,774 0

その他投資 3,345,420

投資その他の資産合計 1,394,982,682

　　　　　　固定資産合計 12,211,870,620

Ⅱ．流動資産

現金及び預金 5,263,481,679

うち、定期預金 1,000,000,000

医業未収金 2,655,301,580

貸倒引当金 △ 10,982,996 2,644,318,584

未収金 24,396,756

棚卸資産 136,173,931
前払費用 6,499,570

　　　　　　流動資産合計 8,074,870,520

　　　　　　　　　　　　　　資産合計　  20,286,741,140

貸　借　対　照　表

（令和 8年3月31日）

金　　　額
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【地方独立行政法人岡山市立総合医療センター】 （単位：円）

負債の部

Ⅰ．固定負債

資産見返負債

資産見返運営費負担金 13,147,146

資産見返物品受贈額 227

資産見返補助金 420,907,061

資産見返寄附金 11

長期借入金 8,522,994,729

移行前地方債償還債務 2,220,327,755

引当金

退職給付引当金 3,876,504,561

資産除去債務                        200,000

長期リース債務 4,570,200

　　　　　　固定負債合計 15,058,651,690

Ⅱ．流動負債

未払金 1,158,410,269

預り金 57,535,713

一年以内返済予定長期借入金 967,792,767

一年以内返済予定移行前地方債償還債務 121,990,999

引当金

賞与引当金 376,418,276

預り補助金 500,000

前受収益 742,601

未払消費税 7,911,000

リース債務 2,232,272

　　　　　　流動負債合計 2,693,533,897

　　　　　　　　　　　　　　負債合計　 17,752,185,587

純資産の部

Ⅰ．資本金

設立団体出資金 2,322,148,685

　　　　　　資本金合計 2,322,148,685

Ⅱ利益剰余金

前中期目標期間繰越積立金 387,929,340

当期未処理損失 175,522,472

（うち当期総損失） (175,522,472)

　　　　　　利益剰余金合計 212,406,868

　　　　　　　　　　　　　　純資産合計　　　 2,534,555,553

　　　　　　　　　　　　　　負債純資産合計　 20,286,741,140
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貸　借　対　照　表

（令和 8年3月31日）

科　　　目 金　　　額



【地方独立行政法人岡山市立総合医療センター】 （単位：円）

営業収益
医業収益

入院収益 10,817,976,266
外来収益 3,733,569,003
その他医業収益 553,233,170 15,104,778,439

運営費負担金収益 606,692,831
運営費交付金収益 15,366,309
補助金等収益 315,723,867
寄附金収益 2,256,913
資産見返運営費負担金戻入 249,191,808
資産見返物品受贈額戻入 13
資産見返補助金等戻入 115,742,912
資産見返寄附金等戻入 2,999
受託収益　 71,668,749
その他営業収益 59,482,565

営業収益合計 16,540,907,405
営業費用

医業費用
給与費 7,801,030,805
材料費 4,305,030,143
経費 2,449,622,387
減価償却費 1,184,901,127
研究研修費 33,421,028 15,774,005,490

一般管理費
給与費 214,497,223
経費 4,279,836
研究研修費 36,000 218,813,059

営業費用合計 15,992,818,549
営業利益 548,088,856

営業外収益
運営費負担金収益 34,682,847
財務収益

受取利息 20,297,723 20,297,723
貸倒引当金戻入 19,977
その他営業外収益 50,767,979

営業外収益合計 105,768,526
営業外費用

財務費用
移行前地方債利息 36,578,078
長期借入金利息 97,720,232 134,298,310

その他営業外費用 695,081,544
営業外費用合計 829,379,854

経常損失 175,522,472
当期純損失 175,522,472
当期総損失 175,522,472
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科　　　目 金　　　額

損　益　計　算　書

（令和 7年4月1日～令和 8年3月31日）



（単位：円）

減価償
却相当
累計額
（－）

減損損
失相当
累計額
（－）

利息費
用相当
累計額
（－）

承継資
産に係
る費用
相当累

除売却
差額相
当累計
額（－）

うち当期総利益

当期首残高 2,322,148,685 2,322,148,685 0 0 0 0 0 0 0 862,989,017 68,098,663 △ 543,158,340 0 387,929,340 2,710,078,025

当期変動額

Ⅰ　資本金の当期変動額

出資金の受入 0

出資等に係る不要財産の出資等団体への納付
による減資

0

Ⅱ　資本剰余金の当期変動額

固定資産の取得 0

固定資産の除売却 0

減価償却 0

固定資産の減損 0

時の経過による資産除去債務の増加 0

資産除去債務の履行に伴う取り崩し 0

継承資産の使用等 0

出資等に係る不要財産の出資等団体への納付 0

その他の資本剰余金の当期変動額（純額） 0

Ⅲ　利益剰余金利益剰余金の当期変動額

利益の処分又は損失の処理 0

前中期目標期間からの繰越し 0

利益処分による積立 0

利益処分（又は損失処理）による取り崩し △ 475,059,677 △ 68,098,663 543,158,340 0

設立団体等納付金の納付 0

その他 0

当期純利益 △ 175,522,472 △ 175,522,472 △ 175,522,472 △ 175,522,472

前中期目標期間繰越積立金取崩 0

目的積立金取崩 0

0

その他の利益剰余金の当期変動額（純額） 0

Ⅳ　評価・換算差額等の当期変動額（純額） 0

当期変動額合計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 △ 475,059,677 △ 68,098,663 367,635,868 △ 175,522,472 △ 175,522,472 △ 175,522,472

当期末残高 2,322,148,685 2,322,148,685 0 0 0 0 0 0 0 387,929,340 0 △ 175,522,472 △ 175,522,472 212,406,868 2,534,555,553
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Ⅰ　資本金 Ⅱ　資本剰余金 Ⅲ　利益剰余金

純資産合計
設立団体出資金 資本金合計 積立金

(2)

当期未処分利益

(1)

資本
剰余
金

その他行政コスト

資本剰余
金合計

前中期目標期間
繰越積立金

（令和 7年4月1日～令和 8年3月31日）

純資産変動計算書

利益剰余金の合計



【地方独立行政法人岡山市立総合医療センター】 （単位：円）

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

材料の購入による支出 △ 4,303,162,923

人件費支出 △ 7,986,760,675

その他の業務支出 △ 4,066,519,644

医業収入 15,742,581,326

運営費負担金収入 641,375,678

運営費交付金収入 15,366,309

補助金等収入 304,105,741

その他の収入 183,150,734

小計 530,136,546

利息の受取額 20,297,723

利息の支払額 △ 134,298,310

業務活動によるキャッシュ・フロー 416,135,959

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 2,100,000,000

定期預金の預入による支出 △ 1,100,000,000

有形固定資産の取得による支出 △ 623,309,591

無形固定資産の取得による支出 △ 89,045,063

投資有価証券の取得による支出 △ 1,000,000,000

補助金等による収入 1,066,000

運営費負担金収入 255,491,013

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 455,797,641

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 720,000,000

長期借入金の返済による支出 △ 887,173,365

移行前地方債償還債務の償還による支出 △ 120,176,678

リース債務の返済による支出 △ 5,621,760

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 292,971,803

Ⅳ 資金増加額 △ 332,633,485

Ⅴ 資金期首残高 4,596,115,164

Ⅵ 資金期末残高 4,263,481,679

キャッシュ・フロー計算書

（令和 7年4月1日～令和 8年3月31日）
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【地方独立行政法人岡山市立総合医療センター】
（単位：円）

科　　　　目

Ⅰ　当期未処理損失 175,522,472

当期総損失 175,522,472

Ⅱ　損失処理額

　　 前中期目標期間繰越積立金取崩額 175,522,472

　　 積立金取崩額 0 175,522,472

Ⅲ　次期繰越欠損金 0

損失の処理に関する書類

金　　　　　　額
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【地方独立行政法人岡山市立総合医療センター】

科              目

Ⅰ　損益計算書上の費用

医業費用 15,774,005,490

一般管理費 218,813,059

営業外費用 829,379,854

　　　損益計算書上の費用合計 16,822,198,403

Ⅱ　その他行政コスト 0

Ⅲ　行政コスト 16,822,198,403

7

行政コスト計算書

（単位：円）

（令和 7年4月1日～令和 8年3月31日）

金　　　　　　額



注　記　事　項

Ⅰ　重要な会計方針

１．運営費負担金収益及び運営費交付金収益の計上基準

　 期間進行基準を採用しております。

２．減価償却の会計処理方法
（１）有形固定資産

定額法を採用しております。
なお、主な資産の耐用年数は、以下のとおりです。

建物 8 ～ 39 年
構築物 15 ～ 40 年
車両 4 ～ 7 年
工具器具備品 4 ～ 10 年

（２）無形固定資産
 　定額法を採用しております。

３．退職給付に係る引当金の計上基準

４．貸倒引当金の計上基準

５．賞与引当金の計上基準

６．有価証券の評価基準及び評価方法
 　該当ありません。満期保有目的債券は償却原価法（定額法）により評価しております。

７．棚卸資産の評価基準及び評価方法
（１）医薬品　　　　　先入先出法に基づく低価法によっております。
（２）診療材料 　　　先入先出法に基づく低価法によっております。
（３）貯蔵品　　　　　先入先出法に基づく低価法によっております。

8

 　ただし、移行前地方債元金利息償還金、長期借入金元金利息償還金に要する経費については費用進行基
準を採用しております。

　 職員に対して支給する賞与に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上しております。

　「地方独立行政法人会計基準」及び「地方独立行政法人会計基準注解」（令和4年8月31日総務省告示第285号
改訂）並びに「『独立行政法人会計基準』及び『独立行政法人会計基準注解』に関するQ&A」（総務省、日本公認会
計士協会令和6年3月改訂）を適用しています。

 　なお、法人内利用ソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づいて償却しておりま
す。

   職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しております。
   退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については
期間定額基準によっております。

　 数理計算上の差異は、原則として各事業年度の発生時における職員の平均残存勤務期間内の一定の年数
（14年）による定額法により按分した額を、翌事業年度から費用処理することとしております。

　医業未収金（患者負担分）の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率（回収不能
率）により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して
おります。



８．リース取引の処理方法

９．収益及び費用の計上基準

10．消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

Ⅱ　固定資産の減損の処理方法
１．固定資産のグルーピングの方法

２．共用資産の概要
　 共用資産はありません。

Ⅲ　キャッシュ・フロー計算書関係
１．資金の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 5,263,481,679 円
現金及び預金勘定のうち定期預金 △ 1,000,000,000 円
資金期末残高 4,263,481,679 円

２．重要な非資金取引
　 該当ありません。

Ⅳ　行政コスト計算書関係
１．地方独立行政法人の業務運営に関して住民等の負担に帰せられるコスト

行政コスト 16,822,198,403 円
自己収入等 △ 15,309,275,344 円
機会費用 55,356,296 円
地方独立行政法人の業務運営に関して
 住民等の負担に帰せられるコスト 1,568,279,355 円
　　（内数）減価償却充当補助金 364,934,733 円

２．機会費用の計上方法
（1）地方公共団体出資の機会費用の計算に使用した利率

 10 年利付国債の令和８年３月末利回りを参考に 2.366％で計算しております。
（2）地方公共団体出資からの職員出向から生ずる機会費用

引当外退職給付増加見積額を計上しております。

Ⅴ　退職給付関係
１．採用している退職給付制度の概要

２．確定給付制度
（１）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

期首における退職給付債務 3,407,071,191 円
勤務費用 266,856,793 円
利息費用 68,070,746 円
数理計算上の差異の当期発生額 △ 28,674,565 円
退職給付の支払額 △ 319,426,014 円
期末における退職給付債務 3,393,898,151 円

　 なお、引当外退職給付増加見積額は、会計基準第８７により引当対象外とされた派遣職員について、会
計基準第３６に基づき計算された退職給付引当金の当期増加額を計上しております。

　 当法人は、職員の退職給付に充てるため、非積立型の退職一時金制度を採用しております。
　 当該制度においては、給与と勤務期間に基づいた一時金を支給しております。
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 　医業収益は、主に入院および外来診療に係る収益であり、診療行為を提供する履行義務を負っておりま
す。当該履行義務は、診療行為を実施した一時点において充足されると判断し、収益を認識しております。

　 当法人においては、市民病院及びせのお病院の２施設を個別の固定資産グループとしております。

 　リース料総額が３００万を超えるファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた
会計処理によっております。



（２）退職給付債務と貸借対照表に計上された退職給付引当金の調整表

非積立型制度の未積立退職給付債務 3,393,898,151 円
未認識数理計算上の差異 482,606,410 円
退職給付引当金 3,876,504,561 円

（３）退職給付に関連する損益

勤務費用 266,856,793 円
利息費用 68,070,746 円
数理計算上の差異の当期の費用処理額 -29,876,756 円
合計 305,050,783 円

（４）数理計算上の計算基礎に関する事項

割引率（イールドカーブ等価アプローチを採用しております。）　2 ％

Ⅵ　金融商品関係
１．金融商品の状況に関する事項

２．金融商品の時価等に関する事項
　 期末における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりです。
　なお、重要性の乏しいものについては、注記を省略しております。
　また、現金は注記を省略しており、預金、医業未収金、未払金は短期間で決済されるため時価が
　帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。

（単位：円）

時価（※）

(2,193,626,600)

(8,663,202,807)

（※）負債に計上されているものは、（　）で示しております。

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

（１）移行前地方債償還債務及び（２）長期借入金

(2,342,318,754)

　レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価

　レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

差額（※）

　 金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の三つのレベ
ルに分類しております。

　レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価

(9,490,787,496)

 　医業未収金等、未収債権等については、会計規定等に沿ってリスク低減を図っております。

 　当法人は、資金運用については短期的な資金に限定し、また、設立団体からの長期借入により資金を調達
しております。資金の使途については、事業投資資金（長期）です。

貸借対照表
計上額（※）

（２）　長期借入金
　　　（１年以内返済予定を含む）

（１）　移行前地方債償還債務
　　　（１年以内返済予定を含む）

(△ 148,692,154)

(△ 827,584,689)

　 時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ
属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

　 これらの時価については、元利金の合計額を、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り
引いた現在価値により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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Ⅶ　重要な債務負担行為

（単位：円）

契約金額

R8.4.1 ～ R12.3.31 1,403,889,168

R8.4.1 ～ R12.3.31 1,071,207,456

R8.4.1 ～ R12.3.31 473,343,024

R8.4.1 ～ R10.3.31 192,387,360

R6.4.1 ～ R13.3.31 103,180,000

Ⅷ　収益認識関係

契約内容

　当法人は、以下に記載する内容を除き、地方独立行政法人会計基準会計基準第８４における収益に重要性
が乏しいため、注記を省略しております。

（１）収益の分解情報
　当法人は診療業務及び教育並びにその他の事業を実施しており、基準第８４を適用する取引に係る主な
サービス等の種類と収益の額は、医業収益15,104,778,439円であります。

（２）収益を理解するための基礎となる情報
　「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

473,343,024

192,387,360

73,700,000

岡山市立市民病院・岡山市立せのお病院
総合ビルメンテナンス業務委託

　 当事業年度末までに契約を締結し、翌事業年度以降に支払が発生する重要なものは以下のとおりです。

翌事業年度以降
の支払額

契約期間

1,071,207,456

1,403,889,168
地方独立行政法人岡山市立総合医療セン
ター 病院給食業務委託

11

岡山市立市民病院・岡山市立せのお病院
清掃業務委託

地方独立行政法人岡山市立総合医療セン
ター 物品管理システム業務委託

CT装置（SOMATOM　X.cite）の保守業務
（長期：７年）



２　財　務　諸　表

（附 属 明 細 書）



（１）固定資産の取得及び処分並びに減価償却費の明細

（単位：円）

当期償却額
有形固定資産 建物 11,246,267,401 324,861,555 - 11,571,128,956 5,116,131,202 510,547,720 6,454,997,754 
（償却費損益内） 構築物 1,678,103,209 - - 1,678,103,209 694,540,680 65,248,567 983,562,529 

車両運搬具 23,074,229 - - 23,074,229 21,466,746 805,935 1,607,483 
工具器具備品 5,926,848,343 400,957,661 304,059,491 6,023,746,513 4,865,876,846 448,324,471 1,157,869,667 
建設仮勘定 - - - - - - - 

計 18,874,293,182 725,819,216 304,059,491 19,296,052,907 10,698,015,474 1,024,926,693 8,598,037,433 
有形固定資産 建物 - - - - - - - 
（償却費損益外） 構築物 - - - - - - - 

車両運搬具 - - - - - - - 
工具器具備品 - - - - - - - 

計 - - - - - - - 
非償却資産 土地 1,930,520,000 - - 1,930,520,000 - - 1,930,520,000 

建設仮勘定 68,300,000 870,000 68,300,000 870,000 - - 870,000 
計 1,998,820,000 870,000 68,300,000 1,931,390,000 - - 1,931,390,000 

有形固定資産 土地 1,930,520,000 - - 1,930,520,000 - - 1,930,520,000 
（合計） 建物 11,246,267,401 324,861,555 - 11,571,128,956 5,116,131,202 510,547,720 6,454,997,754 

構築物 1,678,103,209 - - 1,678,103,209 694,540,680 65,248,567 983,562,529 
車両運搬具 23,074,229 - - 23,074,229 21,466,746 805,935 1,607,483 
工具器具備品 5,926,848,343 400,957,661 304,059,491 6,023,746,513 4,865,876,846 448,324,471 1,157,869,667 
建設仮勘定 68,300,000 870,000 68,300,000 870,000 - - 870,000 

計 20,873,113,182 726,689,216 372,359,491 21,227,442,907 10,698,015,474 1,024,926,693 10,529,427,433 
無形固定資産 ソフトウェア 1,339,167,317 47,946,063 - 1,387,113,380 1,102,112,475 159,393,634 285,000,905 

その他無形固定資産 14,054,342 - - 14,054,342 11,594,742 580,800 2,459,600 
計 1,353,221,659 47,946,063 - 1,401,167,722 1,113,707,217 159,974,434 287,460,505 

投資その他の資産 長期貸付金 4,401,744 - 1,517,000 2,884,744 - - 2,884,744 
長期前払費用 356,860,813 88,703,985 56,812,280 388,752,518 - - 388,752,518 
その他投資 3,345,420 - - 3,345,420 - - 3,345,420 

計 364,607,977 88,703,985 58,329,280 394,982,682 - - 394,982,682 

（注）当期増加額のうち主なものは次のとおりです。

工具器具備品 ： 市民病院　全身用Ｘ線ＣＴ診断装置   （ 121,400,000 ）円　外

12

資産の種類 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 差引期末残高 適用
減価償却累計額



（２）棚卸資産の明細

（単位：円）

当期購入・振替 その他 払出・振替 その他

医薬品 134,353,269 2,707,818,830 - 2,707,063,598 1,045,237 134,063,264

診療材料 452,540 1,557,457,250 - 1,557,202,912 - 706,878

貯蔵品 1,222,798 40,518,620 - 40,337,629 - 1,403,789

計 136,028,607 4,305,794,700 - 4,304,604,139 1,045,237 136,173,931

（注）当期減少額のその他には、期限切れによる廃棄をした資産等を記載しております。

期末残高 摘　　要期首残高

13

種　　類
当期増加額 当期減少額



（３）有価証券の明細

投資その他の資産として計上された有価証券 （単位：円）

第79回日本学生支援債券 400,000,000 400,000,000 400,000,000 -

第80回日本学生支援債券 200,000,000 200,000,000 200,000,000 -

第83回国際協力機構債券 200,000,000 200,000,000 200,000,000 -

株式会社日本政策金融公庫第103回社債 200,000,000 200,000,000 200,000,000 -

計 1,000,000,000 1,000,000,000 1,000,000,000 -

貸借対照表計上額合計 1,000,000,000

14

貸借対照表計上額
当期費用に含まれた

評価差額
種類及び銘柄 摘要

満期保有目的債券

取得価格 券面総額



（４）長期貸付金の明細

（単位：円）

期首残高 当期増加額 期末残高 摘　　要

回収額 償却額

その他長期貸付金

認定看護師等奨学金貸与 4,401,744          -                     -                     1,517,000          2,884,744          

計 4,401,744          -                     -                     1,517,000          2,884,744          

（注）当期減少額のうち、「償却額」は、奨学金の貸与に関する要綱１２条による返還免除額等です。

区　　分 当期減少額
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（５） 長期借入金の明細

平成26年度 円 円 円 円 円 平成27年3月25日 ～

建設改良資金借入金 7,467,940,419     -                    332,488,181      1,936,547,762    7,135,452,238       令和27年3月1日
平成30年度 平成31年3月28日 ～

建設改良資金借入金 14,450,000        -                    3,612,500         18,062,500        10,837,500           令和11年3月20日
令和元年度 令和2年3月30日 ～

建設改良資金借入金 6,250,000          -                    1,250,000         5,000,000         5,000,000            令和12年3月20日
令和2年度 令和3年3月30日 ～

建設改良資金借入金 1,080,000          -                    1,080,000         5,400,000         -                       令和8年3月20日
令和2年度 令和3年3月31日 ～

建設改良資金借入金 12,000,000        -                    2,000,000         6,000,000         10,000,000           令和13年3月29日
令和2年度  令和3年3月31日 ～

建設改良資金借入金 31,960,000        -                    31,960,000        159,800,000      -                       令和8年3月29日
令和3年度 令和4年3月30日 ～

建設改良資金借入金 71,050,000        -                    10,150,000        20,300,000        60,900,000           令和14年3月20日
令和3年度 令和4年3月31日 ～

建設改良資金借入金 84,760,000        -                    42,380,000        169,520,000      42,380,000           令和9年3月31日
令和4年度 令和5年3月31日 ～

建設改良資金借入金 649,680,000       -                    216,560,000      649,680,000      433,120,000         令和10年3月30日
令和4年度 令和5年3月31日 ～

建設改良資金借入金 60,800,000        -                    7,600,000         7,600,000         53,200,000           令和15年3月30日
令和5年度 令和6年3月31日 ～

建設改良資金借入金 282,400,000       -                    70,600,000        141,200,000      211,800,000         令和11年3月30日
令和5年度 令和6年3月31日 ～

建設改良資金借入金 20,300,000        -                    -                    -                    20,300,000           令和16年3月30日
令和6年度 令和7年3月31日 ～

建設改良資金借入金 335,200,000       -                    67,040,000        67,040,000        268,160,000         令和12年3月29日
令和6年度 令和7年3月25日 ～

建設改良資金借入金 150,600,000       -                    15,060,000        15,060,000        135,540,000         令和17年3月1日
令和7年度 令和8年3月31日 ～

建設改良資金借入金 -                     427,100,000      -                    -                    427,100,000         令和13年3月29日
令和7年度 令和8年3月31日 ～

建設改良資金借入金 -                     230,800,000      -                    -                    230,800,000         令和18年3月29日

平成28年度 平成29年3月30日 ～

建設改良資金借入金 1,475,442          -                    737,684            5,162,242         737,758              令和9年3月20日
平成29年度 平成30年3月29日 ～

建設改良資金借入金 6,675,000          -                    2,225,000         13,350,000        4,450,000            令和10年3月20日
平成30年度 平成31年3月28日 ～

建設改良資金借入金 23,200,000        -                    5,800,000         29,000,000        17,400,000           令和11年3月20日
令和1年度 令和2年3月30日 ～

建設改良資金借入金 24,187,500        -                    4,837,500         19,350,000        19,350,000           令和12年3月1日
令和2年度 令和3年3月31日 ～

建設改良資金借入金 9,225,000          -                    1,537,500         4,612,500         7,687,500            令和13年3月29日
令和2年度 令和3年3月31日 ～

建設改良資金借入金 3,260,000          -                    3,260,000         16,300,000        -                       令和8年3月29日
令和2年度 令和3年3月31日 ～

建設改良資金借入金 13,840,000        -                    13,840,000        69,200,000        -                       令和8年3月29日
令和3年度 令和4年3月31日 ～

建設改良資金借入金 4,840,000          -                    2,420,000         9,680,000         2,420,000            令和9年3月31日
令和3年度 令和4年3月30日 ～

建設改良資金借入金 102,987,500       -                    14,712,500        29,425,000        88,275,000           令和14年3月20日
令和4年度 令和5年3月31日 ～

建設改良資金借入金 49,320,000        -                    16,440,000        49,320,000        32,880,000           令和10年3月30日
令和4年度 令和5年3月31日 ～

建設改良資金借入金 20,500,000        -                    2,562,500         2,562,500         17,937,500           令和15年3月1日
令和5年度 令和6年3月31日 ～

建設改良資金借入金 9,280,000          -                    2,320,000         4,640,000         6,960,000            令和11年3月30日
令和5年度 令和6年3月31日 ～

建設改良資金借入金 66,400,000        -                    -                    -                    66,400,000           令和16年3月1日
令和6年度 令和7年3月30日 ～

建設改良資金借入金 12,700,000        -                    2,540,000         2,540,000         10,160,000           令和11年3月30日
令和6年度 令和7年3月25日 ～

建設改良資金借入金 121,600,000       -                    12,160,000        12,160,000        109,440,000         令和17年3月1日
令和7年度 令和8年3月30日 ～

建設改良資金借入金 -                     12,100,000        -                    -                    12,100,000           令和13年3月29日
令和7年度 令和8年3月30日 ～

建設改良資金借入金 -                     50,000,000        -                    -                    50,000,000           令和18年3月29日

9,657,960,861     720,000,000      887,173,365      3,468,512,504    9,490,787,496       

0.200%

0.010%

0.350%

合　　　計

0.185%

469,490,442       62,100,000        
小　計

85,392,684        267,302,242      446,197,758         

せ
　
の
　
お
　
病
　
院

0.010%

0.010%

小　計
801,780,681      3,201,210,262    9,044,589,738       9,188,470,419     657,900,000      

0.100%

0.573%

1.950%

0.185%

0.350%

0.100%

0.200%

1.565%

当期減少 償還高累計 返済期限

0.003%

0.003%

0.010%
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利　率 摘　　要
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0.003%
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0.456%
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0.185%

0.100%



（６） 移行前地方債償還債務の明細

平成23年度 円 円 円 円 平成24年3月26日 ～

財政融資資金 67,834,939        -                     3,472,943          29,238,004        64,361,996        令和24年3月1日
平成24年度 平成25年3月25日 ～

財政融資資金 2,349,822,609    -                     114,628,373       870,805,764       2,235,194,236    令和25年3月1日
平成25年度 平成26年3月25日 ～

財政融資資金 44,837,884        -                     2,075,362          13,937,478        42,762,522        令和26年3月1日

当期増加

-                     

当期減少 償還高累計 返済期限

1.700%

1.400%

120,176,678       913,981,246       

1.500%

期首残高

合　計

市
民
病
院

2,462,495,432    2,342,318,754    
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利　率 摘　　要病院別 種    別 期末残高



（７） 引当金の明細

（単位：円）

期首残高 当期増加額 期末残高 摘　　要

目的使用 その他

退職給付引当金 3,890,879,792    305,050,783      319,426,014      -                     3,876,504,561    

賞与引当金 381,808,679      376,418,276      381,808,679      -                     376,418,276      

貸倒引当金 14,107,506        3,582,996          3,976,755          19,977              13,693,770        （注1）

計 4,286,795,977    685,052,055      705,211,448      19,977              4,266,616,607    

（注１）貸倒引当金の当期減少額のその他には、貸倒実績率の低下による戻入額を記載しております。

区　　分 当期減少額
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（８） 資本金及び資本剰余金の明細

（単位：円）

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　要

資本金 岡山市出資金 2,322,148,685     -                      -                      2,322,148,685     

計 2,322,148,685     -                      -                      2,322,148,685     

区　　分
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（９）積立金等の明細及び目的積立金の取り崩しの明細

①積立金及び目的積立金の明細

（単位：円）

区　　分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　要

前中期目標期間繰越積立金 862,989,017       -                    475,059,677    387,929,340      （注１）

積立金 68,098,663         -                    68,098,663     -                     （注２）

合　　計 931,087,680       -                    543,158,340    387,929,340      

（注１）令和３年度決算にて市長の承認を得て前中期目標期間の積立金を繰り越した額です。

（注２）当期減少額は前年度の損失処理によるものです。
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（１０） 運営費負担金債務及び運営費負担金収益の明細

①運営費負担金債務

負担金

負担年度 期首残高 当期交付額 運営費負担金 資産見返 資本剰余金 小　　計 期末残高 摘　　要

収益 運営費負担金

令和７年度 -                   896,866,691     641,375,678     255,491,013     -                   896,866,691     -                   

合計 -                   896,866,691     641,375,678     255,491,013     -                   896,866,691     -                   

②運営費負担金収益

令和７年度

業務等区分 負担分 合　　計

期間進行基準 579,653,081     579,653,081     

費用進行基準 61,722,597       61,722,597       

合計 641,375,678     641,375,678     

（１１） 運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細

①運営費交付金債務

交付金

負担年度 期首残高 当期交付額 運営費交付金 資産見返 資本剰余金 小　　計 期末残高 摘　　要

収益 運営費交付金

令和７年度 -                   15,366,309       15,366,309       -                   -                   15,366,309       -                   

合計 -                   15,366,309       15,366,309       -                   -                   15,366,309       -                   

②運営費交付金収益
（単位：円）

令和７年度

業務等区分 負担分 合　　計

期間進行基準 15,366,309       15,366,309       

費用進行基準 -                   -                   

合計 15,366,309       15,366,309       

（単位：円）
当期振替額

当期振替額
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（単位：円）

（単位：円）

注）資産見返運営費負担金については、長期借入金の元本償還に対する負担金であり、対象資産の減価償却費を限度として、元本償還相当額を収益化しています。



（１２） 地方公共団体等からの財源措置の明細

補助金等の明細

病院別 区　　分 当期交付額 摘　　要

建設仮勘定
補助金等

資産見返
補助金等

資本剰余金 預り
補助金等

収益計上

岡山県感染症指定医療機関運営費等補助金
5,054,000        5,054,000           

医師臨床研修費等補助金
12,313,000      12,313,000         

医師臨床研修費等補助金（協力型）
3,770,907        3,770,907           

岡山県救急救命士病院実習受入促進事業費補助金
1,031,000        1,031,000           

令和7年度大規模地震時医療活動訓練補助金
1,585,000        1,585,000           

岡山県周産期・小児医療施設支援事業費給付金（分娩取
扱施設支援事業） 2,500,000        2,500,000           

岡山県地域医療介護総合確保基金事業補助金
（救急勤務医支援事業） 1,034,000        1,034,000           

岡山県地域医療介護総合確保基金事業補助金（産科医
等育成支援事業） 176,000          176,000             

岡山県地域医療介護総合確保基金事業補助金
（院内保育運営事業） 1,225,000        1,225,000           

岡山県地域医療介護総合確保基金事業補助金
（新人看護職員研修事業） 850,000          850,000             

岡山県地域医療介護総合確保基金事業補助金
（看護職員の資質向上支援事業） 676,000          676,000             

令和7年度岡山県医療・福祉施設等物価高騰対策支援金
14,720,000      14,720,000         

医療施設運営費等補助金
（特定行為研修の組織定着化支援事業） 2,897,000        2,897,000           

令和７年度医療機関等における賃上げ・物価上昇に対す
る支援事業費補助金 228,000,000     228,000,000       

ふれあい看護体験実施施設補助金
10,000            10,000               

令和7年度岡山県病院間の患者搬送のための病院救急
車活用促進事業費補助金（運営費） 1,675,000        1,675,000           

令和7年度岡山県病院間の患者搬送のための病院救急
車活用促進事業費補助金（設備整備費） 697,000          697,000          

病院群輪番制病院等運営事業補助金
2,592,960        2,592,960           

小山基金助成金
500,000          500,000          

岡山市保育所等における事業継続支援金
48,000            48,000               

令和７年度岡山県生産性向上・職場環境整備等事業補
助金 16,000,000      16,000,000         

令和7年度岡山県新生児聴覚検査機器購入支援事業補
助金 3,575,000        3,575,000        

医療費助成のオンライン資格確認・マイナ診察券に係る
助成金 283,000          283,000          

小計 301,212,867     -                   4,555,000        -                   500,000          296,157,867       

休日当番医による都窪医師会より補助金
190,000          190,000             

令和7年度岡山県医療・福祉施設等物価高騰対策支援金
2,666,000        2,666,000           

令和７年度医療機関等における賃上げ・物価上昇に対す
る支援事業費補助金 16,700,000      16,700,000         

令和7年度 ふれあい看護体験補助金
10,000            10,000               

小計 19,566,000      -                   -                   -                   -                   19,566,000         

合計 320,778,867     -                   4,555,000        -                   500,000          315,723,867       
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（１３） 役員及び職員の給与の明細

（単位：千円、人）

支給額 支給人員 支給額 支給人員

55,716                     4                  7,542                       2                  

(600) (4) (-) (-)

5,605,530                 884              311,884                   69                

(966,932) (417) (-) (-)

5,661,246                 888              319,426                   71                

(967,532) (421) (-) (-)

（注１）支給額及び支給人員
　また、支給人員については平均支給人員で記載しております。
（注２）役員報酬基準及び職員給与基準の概要
　役員報酬については、「地方独立行政法人岡山市立総合医療センター役員報酬等規程」に基づき支給しております。
　職員については、「地方独立行政法人岡山市立総合医療センター職員給与規程」に基づき支給しております。
（注３）法定福利費
　上記明細には法定福利費は含めておりません。

退職給与報酬又は給与
区　　　　　分

役　　　　　員

職　　　　　員

合　　　　　計
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（１４） 開示すべきセグメント情報

（単位：円）

岡山市立市民病院 岡山市立せのお病院 合　　　計

営業収益 15,442,134,773                         1,098,772,632                           16,540,907,405                         

医業収益 14,163,224,065                         941,554,374                             15,104,778,439                         

運営費負担金収益 516,928,261                             89,764,570                               606,692,831                             

運営費交付金収益 14,844,743                               521,566                                   15,366,309                               

補助金等収益 296,157,867                             19,566,000                               315,723,867                             

寄附金収益 2,256,913                                -                                            2,256,913                                

資産見返運営費負担金戻入 205,598,835                             43,592,973                               249,191,808                             

資産見返物品受贈額戻入 11                                          2                                            13                                          

資産見返補助金等戻入 114,600,950                             1,141,962                                115,742,912                             

資産見返寄附金等戻入 2,999                                      -                                            2,999                                      

受託収益　 69,037,564                               2,631,185                                71,668,749                               

その他営業収益 59,482,565                               -                                            59,482,565                               

営業費用 14,953,777,262                         1,039,041,287                           15,992,818,549                         

医業費用 14,734,964,203                         1,039,041,287                           15,774,005,490                         

一般管理費 218,813,059                             -                                            218,813,059                             

営業損益 488,357,511 59,731,345 548,088,856 

営業外収益 95,359,851                               10,408,675                               105,768,526                             

運営費負担金収益 33,541,324                               1,141,523                                34,682,847                               

財務収益 17,670,588                               2,627,135                                20,297,723                               

貸倒引当金戻入 -                                            19,977                                     19,977                                     

その他営業外収益 44,147,939                               6,620,040                                50,767,979                               

営業外費用 794,057,133                             35,322,721                               829,379,854                             

財務費用 132,034,474                             2,263,836                                134,298,310                             

その他営業外費用 662,022,659                             33,058,885                               695,081,544                             

経常損益 △ 210,339,771 34,817,299 △ 175,522,472 

総資産 18,814,942,857                         1,471,798,283                           20,286,741,140                         

（主要資産内訳）

固定資産 有形固定資産 9,760,699,995                           768,727,438                             10,529,427,433                         

流動資産 現金及び預金 4,776,429,272                           487,052,407                             5,263,481,679                           

医業未収金 2,500,563,956                           154,737,624                             2,655,301,580                           

（注）

区　　　分

セグメントの区分については、地方独立行政法人岡山市立総合医療センター会計規程に基づく経理単位としておりますが、法人本部については、
岡山市立市民病院に包括しております。
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（１５） 上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細

①医業費用及び一般管理費の明細

科　　　目 金　　　額

営業費用
医業費用 15,774,005,490                                     

給与費 7,801,030,805                                       
給料及び手当 4,489,638,619                                       
賞与 1,062,744,080                                       
賃金及び報酬 727,924,880                                         
法定福利費 1,219,680,545                                       
退職給付費用 301,042,681                                         

材料費 4,305,030,143                                       
薬品費 2,441,109,694                                       
診療材料費 1,557,202,912                                       
給食材料費 13,025,944                                           
医療消耗備品費 26,692,452                                           
検査材料費 266,999,141                                         

経費 2,449,622,387                                       
厚生福利費 28,232,844                                           
報償費 160,320,791                                         
旅費交通費 41,338                                                
職員被服費 5,175,620                                            
消耗品費 60,724,542                                           
消耗備品費 11,071,545                                           
光熱水費 296,203,803                                         
燃料費 14,706,544                                           
食糧費 686,398                                               
印刷製本費 9,902,387                                            
修繕費 112,841,827                                         
保険料 15,602,472                                           
賃借料 215,235,617                                         
通信運搬費 20,825,455                                           
手数料 97,172,510                                           
委託費 1,391,417,800                                       
諸会費 3,497,810                                            
広告費 2,163,002                                            
図書費 220,865                                               
負担金 102,601                                               
租税公課 262,800                                               
貸倒引当金繰入額 2,413,766                                            
交際費 800,050                                               

減価償却費 1,184,901,127                                       
建物減価償却費 510,547,720                                         
構築物減価償却費 65,248,567                                           
車両運搬具減価償却費 805,935                                               
工具器具備品減価償却費 448,324,471                                         
無形固定資産減価償却費 159,974,434                                         

研究研修費 33,421,028                                           
謝金 1,156,039                                            
図書費 9,649,975                                            
旅費 14,644,654                                           
研究雑費 7,970,360                                            

一般管理費 218,813,059                                         
給与費 214,497,223                                         

給料及び手当 93,831,204                                           
賞与 27,831,564                                           
賃金及び報酬 56,286,102                                           
法定福利費 32,540,251                                           
退職給付費用 4,008,102                                            

経費 4,279,836                                            
旅費交通費 100,464                                               
保険料 240,460                                               
委託費 3,057,565                                            
負担金 811,347                                               
交際費 70,000                                                

研究研修費 36,000                                                
研究雑費 36,000                                                

営業費用合計 15,992,818,549                                     

（単位：円）
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②　現金及び預金の内訳 （単位：円）

現金 10,362,822
窓口収入、釣銭準備金、
両替機分

普通預金 4,253,118,857

定期預金 1,000,000,000 満期日：令和8年4月30日（10億）

計 5,263,481,679

③　医業未収金の内訳 （単位：円）

社会保険診療報酬支払基金岡山支部 725,970,863

国民健康保険団体連合会 1,682,497,792

その他 246,832,925

計 2,655,301,580

区　　分
期末残高
（法人）

備　　考

区　　分
期末残高
（法人）

備　　考
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３　添  付  資  料

○ 　令和 ７年度　決算報告書

○ 　令和 ７年度　事業報告書





決　算　報　告　書



【地方独立行政法人岡山市立総合医療センター】 （単位：円）

当初予算額 決　算　額 差　　額 備  　考

（決算額－予算額）

収入 17,483,954,341 17,331,795,645 △ 152,158,696

営業収益 16,343,808,000 16,241,446,961 △ 102,361,039

医業収益 15,582,019,000 15,158,424,927 △ 423,594,073

運営費負担金収益 639,349,000 937,783,007 298,434,007

その他営業収益 122,440,000 145,239,027 22,799,027

営業外収益 94,280,000 109,802,671 15,522,671

運営費負担金収益 36,213,000 34,682,847 △ 1,530,153

その他営業外収益 58,067,000 75,119,824 17,052,824

臨時利益 0 0 0

資本的収入 1,045,866,341 980,546,013 △ 65,320,328

長期借入金 785,000,000 720,000,000 △ 65,000,000

運営費負担金収入 260,866,341 255,491,013 △ 5,375,328

その他資本収入 0 5,055,000 5,055,000

支出 17,227,485,000 18,523,017,687 1,295,532,687

営業費用 15,221,883,000 15,515,944,602 294,061,602

医業費用 14,991,604,000 15,290,516,810 298,912,810

給与費 7,664,640,000 7,815,856,074 151,216,074

材料費 4,529,371,000 4,735,280,600 205,909,600

経費 2,754,377,000 2,703,343,975 △ 51,033,025

研究研修費 43,216,000 36,036,161 △ 7,179,839

一般管理費 230,279,000 225,427,792 △ 4,851,208

営業外費用 143,237,000 139,775,876 △ 3,461,124

臨時損失 0 0 0

資本的支出 1,862,365,000 2,867,297,209 1,004,932,209

建設改良費 828,830,000 852,098,806 23,268,806

償還金 1,025,551,000 1,007,350,043 △ 18,200,957

その他資本支出 7,984,000 1,007,848,360 999,864,360

その他支出 0 0 0

単年度資金収支（収入－支出） 256,469,341 △ 1,191,222,042 △ 1,447,691,383

（注）損益計算書の計上額と決算額の集計区分等の相違の概要は、以下のとおりです。

（１）

（２）

（３） 損益計算書の営業外収益に計上されている貸倒引当金戻入は、決算額には含んでおりません。

（４） 上記数値は、消費税等込の金額を記載しております。

令　和  7 年 度 決 算 報 告 書

1

区  　分

損益計算書の営業収益に計上されている資産見返運営費負担金戻入、資産見返運営費交付金戻入、資産見
返物品受贈額戻入、資産見返補助金等戻入及び資産見返寄附金戻入は、決算額に含んでおりません。

損益計算書の営業費に計上されている、減価償却費は、決算額には含まれておりません。
また、非現金支出の退職給付費用、貸倒引当金繰入額、控除対象外消費税等は決算額に含めず、退職金支
払額を決算額に含めています。
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１ 理事長によるメッセージ 

 

 地方独立行政法人岡山市立総合医療センターは、平成２６年４月の設立以来、市の医療政策に

基づき、救急医療、感染症医療、災害時における医療及びがん診療などの高度医療を提供すると

ともに、地域包括ケアシステムの進展を踏まえた国の医療政策にも対応しながら、岡山市立市民

病院及び岡山市立せのお病院の運営を担ってまいりました。令和９年４月には岡山市立金川病院

が加わる方向で検討が進められており、地域医療のさらなる充実を図ってまいります。 
 市民病院は、「救急」「災害」に加え、「教育」を使命として、岡山市や近隣地域の皆様が安全・

安心に暮らし、健康を維持できるよう診療を行っています。救急医療においては、「断らない救急」

の実現に向け、昼夜や休日を問わず２４時間３６５日体制で救急患者を受け入れるとともに、治

療後における地域医療機関との円滑な連携を推進しています。また、災害拠点病院として災害派

遣医療チーム（ＤＭＡＴ）の迅速な派遣体制を整備するほか、事業継続計画（ＢＣＰ）に基づく

訓練を継続し、南海トラフ地震等を見据えた災害医療体制の強化に努めています。さらに、将来

の地域医療を支える人材の育成にも注力しており、妊娠・出産から小児、高齢者医療に至るまで、

あらゆる世代に対応した切れ目のない医療提供体制の構築を目指しています。感染症医療におい

ては、新興・再興感染症への対応力を強化し、地域における感染症医療の中核的役割を果たすた

めの取組を進めています。また、がん診療をはじめ、脳神経疾患や循環器疾患などの専門診療分

野の充実を図り、高度で質の高い医療の提供に努めています。 
 せのお病院は、外来診療や地域包括ケア病床での入院診療に加え、訪問診療にも取り組んでい

ます。地域包括ケア病床では、急性期病院から受入れた患者へリハビリテーション等を実施して

自宅への復帰を支援しています。また、脱水や感染症による体調不良、骨折などにより安静を要

する患者の診療にも対応し、地域に密着した医療を提供しています。 
 今後も、岡山市立市民病院を急性期・基幹病院として位置づけ、せのお病院は、地域に根ざし

た医療を担う病院として、それぞれの役割に応じた運営を進めてまいります。あわせて、在宅医

療との連携やポストアキュート機能の充実を図り、地域全体で皆様を支える医療提供体制を構築

してまいります。 
 

 

地方独立行政法人岡山市立総合医療センター 理事長 今城 健二 
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２ 法人の目的、業務内容 

（１）法人の目的   

地方独立行政法人岡山市立総合医療センター（以下、「当法人」という。）は、地方独立行政法人

法（平成１５年法律第１１８号。以下「法」という。）に基づき、市の医療政策として求められる救

急医療、感染症医療、災害時における医療及び高度医療の提供、地域医療の支援等を行うことによ

り、市内における医療水準の向上を図り、もって市民の生命と健康を守ることを目的としていま

す。  

  

（２）業務内容 

当法人は、地方独立行政法人岡山市立総合医療センター定款第１条の目的を達成するため、以下

の業務を行います。  

ア 医療を提供すること。 

イ 医療に関する地域支援を行うこと。 

ウ 医療に関する教育及び研修を行うこと。 

エ 医療に関する調査及び研究を行うこと。 

オ 災害等の発生時における医療救護を行うこと。 

カ アからオに掲げる業務に付帯する業務を行うこと。 

    

３ 法人の位置づけ及び役割 

（１）法人の位置づけ 

ア 地域医療ネットワーク確立への貢献 

岡山市は、岡山市の強みである優れた医療資源を最大限に活かしながら、各医療機関の役割分

担と連携をさらに促進させ、それらが有機的に結びついた地域医療ネットワークを確立し、最適

な地域医療体制の構築等を進めることにより、市民の安全と安心を支えるため、地域医療の中で

十分な対応がとれないなど政策的に必要とされる分野に柔軟に対応し、地域医療ネットワークを

支えるとともに、各医療機関の連携をはじめ保健・医療・福祉の連携を促進する調整機能を担う

公的な部門として当法人を位置づけています。 

   イ 救急医療（岡山ＥＲ）と保健・医療・福祉連携への貢献 

    （ア）救急医療（岡山ＥＲ） 

救急医療及び地域医療を担う医師等の教育・人材育成を強化するため、症状にかかわらず救

急患者を受け入れ、初期診療を行うＥＲ型救急システムを岡山大学と共同して構築します。 

（イ）保健・医療・福祉連携 

急速に進む高齢化に対応し、市民が安心できる体制づくりを進めるため、保健・医療・福祉

の総合相談・情報提供や、各施設の連携調整など予防、診療から介護まで切れ目のないサー

ビスの提供に貢献します。 

（２）役割 

ア 救急医療（岡山ＥＲの構築） 

２４時間３６５日、症状にかかわらず救急患者を受け入れ、ＥＲ型救急医が初期診療を行い、

必要に応じ専門診療部門に引き継ぐ、ＥＲ型救急システムを取り入れた「岡山ＥＲ」を岡山大学

と共同して構築します。これにより、救急医療機関のひとつとして、市民が安心して受診できる

救急医療を提供するとともに、岡山大学をはじめ他の医療機関との役割分担と連携を進めながら、

最適な救急医療体制の確立に貢献します。 
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イ 教育・人材育成 

地域医療を担う医師等の安定的・継続的確保に貢献するため、岡山地域において医師等の教育

機関である岡山大学と共同して教育・人材育成の強化を図ります。このため、岡山ＥＲを活用し

た魅力ある研修の場を提供するものとし、医師の臨床研修（初期・後期）や地域の医療関係者に

対する研修事業を積極的に実施します。また、看護師、臨床検査技師、救急救命士等の研修生・

実習生の受け入れを積極的に行うとともに、医学生の卒前教育にも協力します。 

ウ 災害医療、感染症医療等 

市民の健康と生命を守るため、行政機関や他の医療機関と密接に連携しながら、災害時や健康

危機時の医療等の確保に取り組みます。災害医療については、大規模災害時における傷病者の受

入れや災害派遣医療チーム（ＤＭＡＴ）の派遣等の医療救護が実施できる体制を構築します。ま

た、新型コロナや新型インフルエンザ等の新たな感染症の発生時に、適切に対応できる院内体制

を構築するとともに、第二種感染症指定医療機関として、伝染性の強い感染症患者への医療を提

供します。 

エ 地域医療ネットワーク確立への貢献 

前記の救急医療、教育・人材育成、災害医療、健康危機管理の各機能のほか、急性期医療にお

ける地域医療ネットワークを支える機能を担います。また、地域医療ネットワークの確立を促進

するため、他の医療機関との医療連携を推進するとともに、その基本となる連携として、岡山大

学との連携体制を構築します。 

オ 保健・医療・福祉連携 

市民が安心していきいきと暮らしていくためには、予防、診療から介護まで切れ目のないサー

ビス体制をつくることが必要です。保健・医療・福祉の連携機能では、このような移行期で困っ

ている人を、スムーズに次のステップに橋渡しをする機能等の構築に取り組みます。 

 

４ 中期目標 

（１）概要（第３期中期目標期間（令和４年４月～令和８年３月）） 

 岡山市立市民病院（以下「市民病院」という。）と岡山市立せのお病院（以下「せのお病院」と

いう。）は、平成２６年４月１日に地方独立行政法人に移行し、地方独立行政法人岡山市立総合医

療センターとなり、両病院が一体的な運営を行うことで継続的に地域医療に貢献してきました。 

平成３０年度から令和３年度までの第２期中期目標期間においては、第１期中期目標期間に引き

続き、自治体病院として市民に期待される救急医療や感染症医療など公的な役割を果たすとともに、

地方独立行政法人制度の特長を活かし、医療提供体制の強化や経営の効率化に取り組んでまいりま

した。さらに、教育及び人材育成の強化や多様な人材を確保することで、医療水準の向上にも努め

ています。 

市民病院は、岡山ＥＲにおいて断らない救急医療を提供するとともに、在宅医療を担う地域の医

療機関等との連携体制の構築などにも取り組んでいます。また、第二種感染症指定医療機関として、

感染症患者の受入れを積極的に行う体制を整えております。 

せのお病院は、回復期の病院として市民病院をはじめとした急性期病院の後方支援を行い、患者

の円滑な在宅復帰に貢献しているところです。 

第３期中期目標期間では、医療環境の変化に対応しながら、質の高い医療サービスの提供及び効

率的な病院経営を行うことで引き続き地域医療に貢献するとともに、災害や新興感染症等への対応

など、自治体病院としての使命を果たすことが求められています。 

詳細につきましては第３期中期目標をご覧ください。 

https://okayama-gmc.or.jp/application/files/7716/4877/1309/goal_r4-r8.pdf 
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５ 理事長の理念や運営上の方針・戦略等 

  当法人は、以下の理念・行動指針に基づき運営を行っています。 

 

（１）理念 

 

                        「心技体」 

 

・心の通い合う医療の提供 

・質の高い安全な医療の提供 

・健全で自立した経営と働きやすい職場 
 

 

 

 

 

 

（２）行動指針 

・組織人として 

市立総合医療センターの役職員は、岡山市から示された組織の使命と自らの職務を常に自覚し、

業務の質と効率の向上に努め、自己研鑽に励みます。 

・専門家として 

市立総合医療センターの役職員は、活動の意義と内容を積極的かつ分かり易く広報し、公立の医

療機関としての公開性、透明性の確保と成果の地域還元に努めます。 

・職業人として 

市立総合医療センターの役職員は、常に業務を点検し、周囲の環境保全や安全衛生に配慮すると

ともに、業務上取り扱う情報やデータを適切に管理します。 

・社会人として 

市立総合医療センターの役職員は、社会の一員として、個人の基本的人権と多様な価値観を尊重

するとともに、専門知識を活かして地域や社会へ貢献します。 

 

６ 中期計画及び年度計画 

第３期中期計画期間（令和４年４月～令和８年３月）に掲げる項目及びその主な内容と令和７年度

計画との関係は次のとおりです。 

詳細につきましては第３期中期計画及び令和７年度計画を御覧ください。 

第３期中期計画:https://okayama-gmc.or.jp/application/files/5816/6504/1017/plan_r4-

r7_0929.pdf 

令和７年度計画:https://okayama-gmc.or.jp/application/files/7317/4339/9391/public_year 

_plan_2025.pdf 
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第３期中期計画と主な指標等  令和７年度年度計画と主な指標等  

Ⅰ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためと

るべき措置 

１ 市立病院として特に担うべき医療 

（１）市民病院 

地域の医療機関等と役割分担や連携を図り

ながら、救急医療やがん、脳卒中、急性心筋

梗塞といった高度で専門性の高い医療を提供

するとともに、糖尿病関連疾患をはじめとし

た予防医療にも力を入れ、市民の生命と健康

を守る。 

 

 

 

 

 

【目標値】 

項目 
令和７年度 

目標 

救急患者数 26,000人 

救急要請応需率  

(救急車搬送受入率) 
92.0％ 

手術件数 4,800件 
 

社会情勢の変化や医療の高度化、複雑化等

の医療需要の変化に対応しつつ、令和７年度

から本格化する地域包括ケアシステムの構築

に合わせて、地域の医療機関等と役割分担や

連携を図りながら、病院全体で重症患者の受

入可能な体制を整備する。 

市民に必要とされる救急医療やがん、脳卒

中、急性心筋梗塞といった高度で専門性の高

い医療を安定的に提供するとともに、糖尿病

関連疾患をはじめとした予防医療にも力を入

れ、市民の生命と健康を守る。 

【目標値】 

項目 
令和７年度 

目標 

救急患者数 24,000人 

救急要請応需率  

(救急車搬送受入率) 
92.0 ％ 

手術件数 4,800 件 
 

（２）せのお病院 

市民病院をはじめとした高度専門医療を担

っている病院や周辺地域の保健医療福祉関係

機関と連携し、地域住民の生命と健康を守る

ために地域包括ケアの充実に貢献する。 

 

 

 

 

 

 

 

ア  

地域住民が、住み慣れた地域で安心して暮

らせる医療環境を確保するために、地域の医

療機関と連携し適切な医療を提供する。 

 

 

 

 

 

 

市民病院をはじめとする急性期病院からの

急性期治療後の患者の円滑な受入れ、在宅や

介護施設等からの軽症急性期疾患の患者及び

レスパイト入院（介護者の事情により一時的

に在宅介護が困難となった場合の短期入院）

の患者の受入れを積極的に行う。 

患者が住み慣れた地域で長く安心して生活

できるよう近隣の保健医療福祉関係機関と連

携を一層強化し、地域包括ケアの充実に努め

る。 

 

ア 

〇医療機器の共同利用を希望する近隣の医療

機関のニーズに対応するため利用しやすい

体制を整備する。また、入院施設を共同利

用することで、地域の医療機関をバックア

ップする役割を果たす。 

〇地域包括ケアシステムの一端を担う医療機

関として、在宅医療の推進を行うととも

に、在宅・介護施設等からの患者やレスパ

イト入院の患者の受入れも積極的に行う。 
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【目標値】 

項目 
令和７年度 

目標 

紹介率1） 45.0 ％ 

逆紹介率2） 65.0 ％ 

1）紹介率＝（（紹介患者数＋救急患者数）／初診患者数）×

100。令和３年度までは、紹介率＝（紹介患者数／初診患者

数）×100 

2）逆紹介率＝（逆紹介患者数／初診患者数）×100 

 

 

 

 

【目標値】 

項目 
令和７年度 

目標 

紹介率 1） 45.0％ 

逆紹介率 2） 65.0％ 

医療機器共同利

用件数 
ＣＴ 140件 

ＭＲＩ 660件 

1）紹介率 ＝（（紹介患者数＋救急患者数）／初診患者数）

×100 

2）逆紹介率＝（逆紹介患者数／初診患者数）×100 

２ 医療の質の向上 

（１）安全・安心な医療の提供 

ア  

医療安全に関する会議及び委員会を定期的

に開催し、インシデントやアクシデントに関

する情報の収集及び分析を速やかに行う。そ

の結果を活用し、患者へ安全・安心な医療を

提供できる環境を整備する。併せて全職員に

対する研修等により医療安全に関わる知識の

向上に努め、医療事故の予防と再発防止に病

院全体で取り組む。 

 重大な医療事故が発生した場合には、院内

医療事故対策委員会を速やかに開催し事故に

対応する。また、原因分析等により再発防止

に向け組織的に対応する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 

院内感染対策委員会を定期的に開催し、院

内感染に関する問題点や課題を検討し解決す

る。全職員に研修への参加を促し、院内感染

に関する知識向上に努める。また、院内感染

防止マニュアルを適宜見直し発生防止に取り

組む。 

 

 

 

 

ア  

〇週１回開催している多職種による医療安全

に関する会議で提出されたインシデント・

アクシデントレポートを検証する。提案さ

れた改善策を基にＰＤＣＡサイクルを回

す。 

〇改善策の実施、改良したマニュアルなどの

情報を、職員へリアルタイムに発信し、情

報を共有する。 

〇医師からの積極的なインシデント・アクシ

デントレポートの記載を促すため、 医師の

集まる機会等を利用し周知する。 

〇医療安全研修については、集合研修のほか

ｅ－ラーニングを活用し、対象職員全員が

参加できるよう取り組む。 

 

【目標値】 

項目 
令和７年度 

目標 

医療安全研修 4回 

 

イ  

〇院内感染の発生防止や蔓延阻止を実現する

ため、院内感染対策委員会を月１回定期的

に開催する。 
〇全職員の院内感染防止に関する知識や技術 

の向上を図るため、研修会を積極的に開催

するとともに、新たな事象に対応するため

マニュアル類を適宜見直す。 

〇感染制御チーム（ＩＣＴ）、リンクナースに

よる院内ラウンドを週１回行い、院内感染

防止対策に努める。 
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ウ  

コンプライアンスに関する研修を定期的に

開催して、職員の行動規範と倫理を徹底す

る。また、カルテなどの個人情報の保護及び

情報公開に関しては、法令に基づくとともに

マニュアルを適宜更新し適切に対応する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇入院患者の感染情報をリアルタイムに把握

するシステム（院内感染管理システム）を

活用し、より精度の高い管理を行う。 

 

【目標値】 

項目 
令和７年度 

目標 

院内感染対策委員会開催数 12 回 

  

ウ 

〇個人情報保護、コンプライアンスに係る研

修を行い、職員の行動規範と倫理観の向上

を図る。 

〇個人情報保護については個人情報の保護に

関する法律（以下、「個人情報保護法」 と

いう。）及び岡山市の条例、当法人の規程 

に基づき適切に対応する。 

〇個人情報保護法に基づき、個人情報の適正

管理を継続する。個人情報漏洩防止のため

研修を実施するほか、令和７年度の個人情

報保護法改正に対応したマニュアルの見直

しや、職員に対しての注意喚起を行う。 
 

【目標値】 

項目 令和７年度目標 

個人情報保護

研修 

全職員対象 1 回以上 

新任職員対象 1 回以上 
 

（２）チーム医療の推進による診療体制の充実 

総合的な診療を充実させるために、医療従

事者への教育の質の向上を図る。また、さま

ざまな職種の専門的知識や技術を活用したチ

ーム医療（ＩＣＴ、ＮＳＴや口腔ケア等）を

積極的に行うことにより、患者中心の救急診

療及び専門診療体制の充実を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇医療従事者の質の向上を図るため、栄養サ

ポートチーム、緩和ケアチーム等多職種に

またがるチームにおけるスキルアップ研修

を実施する。 

〇病棟・手術室等多職種で運営する組織の情

報共有やスタッフの質向上を目的としたカ

ンファレンスを行う。 

〇チーム医療を積極的に行い、総合的な診療

を充実させ、患者中心の救急診療及び専門

診療体制の充実を図る。 

【目標値】 

項目 
令和７年度 

目標 

スキルアップ研修 各チームにおいて年間

１回以上 
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（３）医療の標準化の推進 

イ  

厚生労働省や学会等のガイドラインに基づ

く、現時点の標準医療を提供できるようにク

リニカルパスを充実させ、活用を推進する。

また、アウトカムに基づく新しいクリニカル

パスの作成を進める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【目標値】 

項目 
令和７年度 

目標 

クリニカルパス種類数 250 

 

 

 

イ  

〇クリニカルパスの作成・改訂及び廃止等に

ついては、必要性に応じて多職種で検討を

行い、質の高いパスを目指す。 

〇一般財団法人医療情報システム開発センタ

ー（ＭＥＤＩＳ－ＤＣ）で評価監査を順次

受け、更なる標準化を図りながら、使用率

の向上も目指す。 

〇クリニカルパス大会については、集合研修

の実施が困難な場合は、Ｗｅｂを併用する

など、より積極的な開催を目指し、クリニ

カルパス推進と啓発に努める。また、実施

回数よりも質を重要視し、１回のパス大会

で複数部署の発表を行うなど集約化による

質の向上と運営の効率化を図る。 

 

【目標値】 

項目 
令和７年度 

目標 

クリニカルパス種類数 250 

クリニカルパス使用率 60.0％ 

クリニカルパス大会 3 回 

クリニカルパス開発支援会議 12 回 
 

（４）調査・研究の実施 

自院での研究や他の医療機関との共同研究

を含め、新しい薬剤や医療機器、治療法の開

発等に関する臨床試験や治験を積極的に推進

し、国の承認に貢献することで、研究レベル

の最新医療を受ける選択肢が市民へ提供でき

るように努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇各診療科の診療内容を積極的に発信し、治

験施設支援機関（ＳＭＯ）各社や岡山医療

連携推進協議会（ＣＭＡ－Ｏｋａｙａｍ

ａ）との連携を強化することで新規治験や

新薬の販売後調査の受託の増加を目指し、

医療の発展や進歩に寄与する。 

〇他の医療機関との共同研究体制の構築を奨

励し、臨床研究をより一層推進することで

新たな診断や治療方法の開発に積極的に関

与していく。 
 

【目標値】 

項目 令和７年度目標 

治験 新規：  10 件 

新薬販売後調査 新規：  15 件 

臨床試験 10 件 
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３ 市民・患者サービスの向上 

（１）患者中心の医療の提供 

イ  

普段から患者との信頼関係を保つよう努め

る。また、薬物療法の安全性と質の向上のた

め、患者に対して薬剤師による薬剤管理指

導、無菌製剤処理及び外来化学療法の強化を

図り、入院患者へのチーム医療向上のため、

病棟薬剤業務を強化する。 

 さらに、管理栄養士による各種栄養食事指

導及び入院患者に対しての食事相談の内容も

充実させる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 

 患者ニーズの動向を的確に把握するため

に、患者満足度調査や投書箱を活用し、サー

ビスの向上を図る。また、快適な療養環境を

提供できるように院内整備を進めて、医療の

質の向上につなげる。 

イ  

〇患者サービスの向上を図るため、薬剤師に

よる薬剤管理指導、無菌製剤処理、外来化

学療法及び病棟薬剤業務の維持と充実に努

める。また、新設された薬剤業務向上加算

の算定に向けて整備を進める。 

〇各種感染症におけるワクチン及び治療薬の

供給及び管理に迅速に対応できるよう努め

る。 

〇抗菌薬の適正使用、入院患者の持参薬チェ

ック、個別注射のとりそろえ及び退院後の

薬の管理や地域の薬局との連携強化に努め

る。 

〇医薬品の安定供給・保管、ジェネリックの

採用、フォーミュラリーの充実等、医療の

質と経済性を踏まえた管理に努める。 

〇管理栄養士による各種指導を充実するた

め、関連部署との連携を拡大していく。ま

た、難渋症例は、科内で症例検討を行い、

栄養科全体のスキルアップが患者サービス

向上につながるよう努力する。 
〇入院患者に対する食事相談に関しては、現

在の体制を維持し、食事が患者個々に適し

た内容で提供されるよう努める。 

 

【目標値】 

項目 
令和７年度 

目標 

薬剤管理指導件数 
（薬剤管理指導料ⅠⅡⅢ，退院） 14,000 件 

無菌製剤処理料件数（ⅠⅡ） 3,600 件 

外来化学療法加算数（Ⅰ） 1,100 件 

病棟業務実施加算（ⅠⅡ） 20,000 件 

各種栄養指導合計件数 1,320 件 

入院患者食事相談件数 1,000 件 

 

ウ  

〇患者ニーズの動向を的確に把握するため

に、患者満足度調査や投書箱を活用し、サ

ービスの向上を図る。 
〇院内感染対策・医療安全に留意しつつ、快 
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 退院に際しては、「岡山市立市民病院地域連

携医療機関」を中心に連携し、切れ目のない

診療体制を推進する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【目標値】 

項目 
令和７年度 

目標 

患者満足度調査結果 入院 95.0 ％ 

（満足＋やや満足） 外来 85.0 ％ 
 

適な療養環境を提供できるように建物・設

備、医療機器等の状況を職場巡視等で確認

し、医療の質の向上を図る。 

〇退院に際しては、地域連携医療機関を中心

に「市民病院地域ネットワーク」を活用し

ながら各々の機能・役割を明確にして密な

連携を図る。 

〇地域の医療・介護支援機関と連携し在宅療

養移行支援の促進を図ることにより、切れ

目のない診療体制を強化する。 

 

【目標値】 

項目 
令和７年度 

目標 

患者満足度調査結果 入院  95.0％ 

（満足＋やや満足） 外来 85.0％ 
 

（２）職員の接遇向上 

患者満足度調査等を基に問題点や課題を抽

出し、研修会の実施や重点取組期間を設ける

ことにより、接遇向上に努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇患者満足度調査結果や患者の意見等をまと

め、職員用ポータルサイトや職員掲示板等

により、具体的な問題点を周知し、接遇時

の意識向上を図る。 

〇病院に対する要望や相談対応を専門とする

職員を配置し、関連部署と連携し、課題に

対してできるだけ速やかに対応する。 

〇接遇研修は、引き続き専門講師の研修を実

施し、更なる接遇向上に努める。 
 

【目標値】 

項目 令和７年度 
目標 

接遇研修 全職員対象 1 回 
新任職員対象 1 回 

 

（３）市民や患者にわかりやすい情報発信 

患者やその家族、市民に向けて、病院の役

割・機能、診療実績、専門医の紹介等の診療

に関する情報、財務諸表等の経営情報、疾病

予防や健康に関する情報等についてホームペ

ージや広報誌等を活用してわかりやすく発信

する。加えて、広報媒体を通じてさまざまな

行事や取組を伝え、地域との関わりを深める

ことで地域での社会的認知向上を目指す。 

また、院内健康教室や市民公開講座等の開

催情報を発信して健康教育を推進する 

〇ホームページや広報誌等、病院が保有する

複数の媒体を、それぞれの特性を生かして

活用し、病院の基本情報、自治体病院とし

ての役割や取り組み、健康情報や疾病予防

等の情報を発信する。またＳＮＳ等の有効

活用や、ラジオ・テレビや新聞等のマスメ

ディアの取材に積極的に対応することで、

より多くの市民に医療・健康情報を発信す

る。 

〇市民・患者の健康意識向上を目的としたイ

ベントについて、各種媒体を利用しながら

告知を行う。また、病診連携研修会等、地

域医療への貢献を目的とした定期で開催さ

れる研修会についても、告知を行ってい

く。 
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４ 地域医療ネットワークの推進 

（１） 地域医療連携の推進 

急性期から回復期、慢性期、在宅まで切れ

目のない医療を提供できるように、地域医療

ネットワークの確立に努める。そのために、

岡山大学をはじめとした地域の各医療機関と

の適切な役割分担のもと、病院間、病院と診

療所間の連携を推進するとともに、保健医療

福祉関係機関との協力体制を充実させる。 

特に市民病院では、脳卒中、大腿骨頸部骨

折、がん等で地域連携クリティカルパスの適

用を推進するとともに、医療ネットワーク岡

山（晴れやかネット）への参加によるカルテ

情報の共有等により、地域医療機関との円滑

な連携をより一層推進する。 

また、岡山県がん診療連携推進協議会を通

じて連携拠点病院と協力してがん診療を強化

していく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【目標値】 

市民病院 

項目 
令和７年度 

目標 

紹介率1）3） 50.0 ％ 

逆紹介率2）3） 70.0 ％ 

1）紹介率＝（紹介患者数／初診患者数）×100 

2）逆紹介率＝（逆紹介患者数／初診患者数）×100 

3）紹介率・逆紹介率ともに地域医療支援病院の地域支援病院

の要件を目標値としている。 

 

 

 

 
 

〇急性期から回復期、慢性期、在宅まで切れ

目のない医療を市民へ提供するため、岡山

大学をはじめとする地域の各医療機関との

適切な役割分担のもと、病院間、病院と診

療所間の連携を促進し、保健医療福祉関係

機関とも連携及び協力体制の充実を図る。 

〇近隣の病院を中心とした「市民病院地域ネ

ットワーク」の体制を強化し、各病院の空

床情報の共有など、機能、役割を明確に

し、地域全体の医療体制の充実を図る。 

〇地域のかかりつけ医との医療連携を促進

し、地域完結型の医療提供体制が構築でき

るよう努める。 

〇カルナコネクト（インターネットにより紹

介患者のオンライン予約や予約状況の照会

を行える患者受診予約システム）等、情報

通信技術（ＩＣＴ）の積極的な活用によ

り、地域医療機関との情報の共有を図る。 

〇脳卒中、大腿骨頸部骨折等地域連携クリテ

ィカルパスの適用により、地域医療機関と

の連携をより一層推進する。 

〇岡山県がん診療連携推進協議会を通じて、

連携拠点病院と協力してがん診療を進め

る。 

 

【目標値】 

市民病院 

項目 
令和７年度 

目標 

紹介率1） 50.0％ 

逆紹介率2） 70.0％ 

地域連携クリティカルパス適用

件数 280 件 

紹介患者予約件数 8,000 件 

 うちカルナコネクトによ

る予約（紹介患者受診予

約システム） 
2,000 件 

1）紹介率＝（紹介患者数／初診患者数）×100 

2）逆紹介率＝（逆紹介患者数／初診患者数）×100 
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【目標値】 

せのお病院（再掲） 

項目 
令和７年度 

目標 

紹介率4）  45.0 ％ 

逆紹介率5）  65.0 ％ 

4）紹介率＝（（紹介患者数＋救急患者数）／初診患者数）×

100  令和３年度までは、紹介率＝（紹介患者数／初診患者

数）×100 

5）逆紹介率＝（逆紹介患者数／初診患者数）×100 

【目標値】 

せのお病院（再掲） 

項目 
令和７年度 

目標 

紹介率4）  45.0％ 

逆紹介率5）  65.0％ 

4）紹介率 ＝（（紹介患者数＋救急患者数）／初診患者数）

×100 

5）逆紹介率＝（逆紹介患者数／初診患者数）×100 

（２）在宅医療を含む地域医療等への支援 

ア  

地域医療支援病院として引き続き地域の医

療機関に対する検査機器等の共同利用や開放

病床の利用を促進するなどの支援をする。 

 また、在宅医療については、患者やその家

族の意向を尊重しながら、疾病を抱えていて

も在宅で生活を送れるよう、地域の保健医療

福祉関係機関と連携し、切れ目のない医療を

提供するとともに、緊急時には入院が受け入

れられる体制を維持する。 

 

 

 

 

【目標値】 

市民病院 

項目 
令和７年度 

目標 

在宅復帰・病床機能連携率 80.0 ％ 

退院前カンファレンスの開催 700 件 

 

 

 

 

 

イ  

医師の偏在等による医師不足が深刻な地域

の医療機関へ、法令に基づき、医師個人の総

労働時間を考慮し、医師の派遣などの人的支

援に努める。また、県下自治体病院間で連携

し、地域医療を担う医師の教育や地域に定着

できるよう努めることで地域医療に貢献す

る。 

ア 
〇地域医療支援病院として、地域の医療機関

に対する開放病床や高度医療機器（ＣＴ・

ＭＲＩ）の共同利用を促進する。 

〇病診連携研修会（３Ｓ会）、キャンサーボー

ド等の各研修会を開催し、地域の保健医療

福祉関係機関へ情報発信を行うなど、相互

に顔の見える連携関係を維持する。 

〇在宅復帰･病床機能連携率の維持･向上を図

るため、入院時・退院時の情報共有や退院

前カンファレンスを積極的に行い、患者の

早期自立や在宅移行を見据えた医療･介護連

携を促進する。 

 

【目標値】 

市民病院 

項目 
令和７年度 

目標 

在宅復帰・病床機能連携率  80.0％ 

退院前カンファレンスの開催  700件 

医療機器 

共同利用件数 

ＣＴ 500件 

ＭＲＩ 680件 

 

イ  

〇医師の遍在等による医師不足が深刻な地域

の医療機関へ、医師派遣等による人的支援

に努める。 

〇岡山県自治体病院協議会会長病院として、

自治体病院間の連携において中心的な役割

を果たし、地域医療を支える。 

５ 教育及び人材育成 
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院内外からの医師に対する教育及び人材育

成の質の向上のため、卒後臨床教育研修セン

ターにより、必要な医師のリクルートや専門

医研修に関する業務を集中管理する。加え

て、岡山大学と共同し、市民病院を臨床研究

の場とする連携大学院で総合診療医や救急医

の育成等地域医療を担う人材の安定的・継続

的確保に貢献する。 

 また、新人採用から管理職までキャリア別

のプログラムにより、職員の教育及び人材育

成に関し、知識・技術、マネジメント能力、

組織人としての能力向上を目指した教育研修

体制を強化する。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【目標値】 

 市民病院 

項目 
令和７年度 

目標 

大学の研修医・医学生の研

修受入要請に対する応需率 
100 ％ 

研修医・医学生への研修会

実施回数 
12 回 

研修医が参加するカンファ

レンスの回数 
80 回 

 

〇岡山大学と協働し、市民病院を実地臨床の

場や臨床研究の人材教育の場として活用

し、地域医療や救急医療に関する研究教育

を行う。 

〇市民病院で実践総合診療学講座、実践救急

医学講座及び外科医のための実践地域総合

外科学が開講されており、これら連携大学

院の活用により人材を育成する。 

〇ＩＣＬＳ（蘇生トレーニングコース）やＪ

ＭＥＣＣ（内科救急講習会）等の認定コー

スを開催し、医療の質の維持・向上のため

認定資格取得を継続して支援する。 

〇人材開発室と教育・研修委員会で役割分担

しながら、職員の教育及び人材育成を取り

組む。新入職員から幹部職員までキャリア

別のプログラムにより、知識・技術、マネ

ジメント能力、組織人としての能力向上を

目指した研修を実施する。 

〇研修医に対して、研修会や診療カンファレ

ンスを実施するとともに、医師、看護師、

薬剤師、栄養士を目指す学生や救急救命士

等の実習生を積極的に受け入れ、職員以外

の多種職の医療従事者に対する教育にも貢

献する。 

 

【目標値】 

市民病院 

項目 
令和７年度 

目標 

大学の研修医・医学生の研

修受入要請に対する応需率 
100％ 

研修医・医学生への研修会

実施回数 
12回 

研修医が参加するカンファ

レンスの回数 
80回 

 

６ 健康・医療・福祉のまちづくりへの貢献 

（１）保健医療福祉行政への協力 

地域ケア総合推進センター等と密接に連携

し、共催で多職種研修会を開催する。加え

て、地域における医療、介護の専門職の人材

育成や市民との意見交換会の開催を継続す

る。退院調整における困難事例については、

多職種間で情報を共有しながら地域ケア総合

推進センターと協働し支援していく。 

また、市が実施する保健・医療・福祉など

の施策について、市からの協力依頼があれば

積極的に協力する。 

 

〇市民病院及び地域ケア総合推進センターの

医療・保健・福祉専門職相互の交流、協働

を図り、患者の退院後の生活や市民からの

医療相談に対して、多職種連携による切れ

目のない支援を展開する。 

〇支援事例の検討会やそれぞれが企画する研

修会等の事業への協力・参加等、協働した

活動を展開する。 

〇市の保健医療福祉部門との連携を推進する

ため、情報交換の機会を設けるなど、関係

各部門・部署の相互協力を図る。 
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〇市の保健・医療・福祉等の施策について、

依頼があれば積極的に協力する。 

 

【目標値】 

項目 
令和７年度 

目標 

地域ケア総合推進センター

と入退院管理支援センター

で実施するカンファレンス 

6 回 

 

（２）疾病予防の取組 

市民の健康を守るため、健康支援講座を定

期的に開催するとともに、健康相談に応じる

など、引き続き疾病予防に向けて取り組む。 

 

 

 

 

 

 

〇疾病の予防のために、市民を対象とした市

民公開講座、糖尿病やリウマチ・心不全の

患者・家族向けの講座・教室を開催する。 

 

【目標値】 

項目 
令和７年度 

目標 

栄養管理委員会で 
行う市民公開講座実施回数 1 回 

がん治療サポートセンターで

行う市民公開講座実施回数 １回 
 

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 業務運営体制の構築 

（１）業務運営体制の構築 

地方独立行政法人制度の特長である独立し

た経営体として、最高責任者である理事長の

リーダーシップのもと、迅速な意思決定と効

率的な運営体制を強化する。そのために、医

療情勢の変化や患者ニーズ、各病院の特性や

実情に応じた業務改善を図る。加えて、役員

の職責と権限を明確にし、迅速な職務執行と

内部統制のもと、業務の適正を確保する。 

また、市立総合医療センターとして長期的

な視点を踏まえ、市民病院及びせのお病院の

一体的かつ柔軟な運営管理を行う。 

各病院の特性や実情に応じた業務改善の実

施や、院内の情報と権限を一元管理すること

により、迅速な意思決定と効率的な経営企画

の立案が行えるよう運営体制の適正化を図る。 
 

（２）多様な人材の確保 

医療提供体制の安定化や医療水準の向上の

ため、多様で優秀な人材を確保するとともに

職員の定着に努める。 

 医療従事者については、大学等関係教育機

関との連携や採用のための広報活動をこれま

で以上に強化する。さらに、初期臨床研修医

の確保と育成に取り組むとともに、日本専門

〇医療提供体制の安定化を図り、医療水準を

向上させるために多様で優秀な人材の確

保・育成に努める。 

〇医療従事者については、高度な医療を効率

的に提供できるように質の高い人材の確

保・育成に努め、人材が定着する組織の整

備に努める。 
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医機構の定める基幹施設として内科専門研修

プログラムへ、連携施設として各種専門研修

プログラムへの専攻医の受入れを進める。ま

た、専門・認定看護師や、特定行為実践看護

師等の養成にも努める。 

 事務職員については、業務に関する専門知

識や経営感覚を持つ人材を長期的な観点に立

ち採用・育成するよう努める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇初期臨床研修医については、県外も視野に

入れて、広報活動や育成のための教育体制

の更なる強化に取り組む。 

〇後期研修医については、日本専門医機構の

定める基幹施設として、内科専門研修プロ

グラムへ、連携施設として各種専門研修プ

ログラムへの専攻医の受入れを進め、広報

活動及び教育体制を整えるとともに、連携

施設や特別連携施設との関係を強化する。 

〇専門・認定看護師や特定行為実践看護師等

の養成に努める。 
 

【目標値】 

項目 
令和７年度 

目標 

特定行為研修新規受講者数 3 人 
 

（３）外部評価等の活用 

公益財団法人日本医療機能評価機構の病院

機能評価結果（せのお病院：平成３０年度実

施、市民病院：令和元年度実施）に基づき、

指摘箇所の改善に向けて取り組む。 

 業務や経営の評価・見直しについては、医

療の質に関する客観的な指標の分析や外部の

評価機関による評価結果の分析を活用し、医

療の質の向上を図るとともに、監事による監

査結果等により、一層の内部統制の強化を図

る。 

〇市民病院は、令和７年８月の病院機能評価

受審に向けて領域毎に活動を行い、定期的

に全領域の進捗状況を確認しながら、着実

に医療の質の向上を図る。 

〇会計面では、地方独立行政法人会計基準の

改正の令和７年度施行分に対応するため、

会計実務や財務諸表等の表示などを監事に

よる会計監査や会計監査法人の助言を活用

して適切に行う。また会計監査法人から会

計に関する最新情報を受け、業務遂行に活

用していく。 

２ 職員のやりがいと満足度の向上 

（１）研修制度の充実及び資格取得への支援 

専門性の向上に向けた研修制度の充実に加

えて、職員の資格取得を奨励する制度を充実

する。また、臨床研修指導医、専門医、専門

看護師、認定看護師及び認定薬剤師等の資格

取得を促進するとともに資格保持者の資格維

持のための支援体制を整え、質の高い医療の

提供体制を構築する。さらに、内科専門研修

医プログラムの基幹病院としての体制を充実

させる。 

 

 

 

〇専門性の向上に向けた研修制度や職員の資

格取得を奨励する制度については、奨学金

貸与は継続し、研修受講費の補助の対象を

広げる検討を行う。 

〇看護師の特定行為に係る研修機関として、

引き続き特定行為研修修了者の増員を図る

ため、支援制度を充実させる。 

〇臨床研修指導医、専門医、認定医、認定看

護師及び認定薬剤師等の資格取得を促進す

る。 

〇内科専門医制度で必須となっているＪＭＥ

ＣＣ（内科救急講習会）を市民病院で開催

する。 
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【目標値】 

項目 
令和７年度 

目標 

臨床研修指導医数 40 人 
 

【目標値】 

項目 
令和７年度 

目標 

臨床研修指導医数 40 人 
 

（２）適正な人事評価制度 

市立病院として求められる役割や行動を職

員が理解できるように評価基準を明示する。

また、適切に評価を行うことで職員自身の成

長や変革を促し、能力開発や人材育成に役立

てる。さらに、この評価を通じて、法人の目

的や方向性を職員に浸透させ、業務に対する

やりがいを見出し、モチベーションを高めら

れるような組織の形成を図る。 

〇当法人が求められる役割に即した行動や実

績に基づいた、わかりやすい目標管理制度

を構築し実施する。 

〇職員個々の能力、成果や組織への貢献度等

を評価して、賃金や昇格・昇進等に反映さ

せるなど、職員の計画的かつ効率的な育

成、モチベーション向上、組織全体の活性

化に寄与する制度を構築し、令和８年度か

ら試行運用を開始する。 

（３）職場環境の整備 

職員が業務に専念できる職場環境の整備に

向けて、働き方改革や院内保育環境の維持

等、その時々の状況に対応し職員満足度の向

上を目指す。 

 働き方改革については、業務体制の調査や

見直しを行い、作業量削減に向けてタスクシ

フト等の仕組みを検討し、より効率的な体制

への改善を図る。特に医師については、令和

６年度からの「労働時間の上限規制」に向け

て当直体制や過重労働等を中心に改善に努め

る。看護職員については、夜勤回数の増大を

防ぐための体制を構築し、全看護職員の負担

軽減ができるような協力体制を整備する。 

〇医師については働き方改革に係る取得水準

に基づき、勤務間インターバル制度、長時

間勤務医師の面接指導等を適切に実施し、

勤務医の健康確保を目指す。勤務時間管理

については、外勤も含めた管理を実施す

る。 

〇医師の働き方については、タスクシフトを

図るため看護師の特定行為研修修了者の育

成やチーム医療の推進を図り、業務が集中

しない体制づくりに努める。加えて、医師

の勤務状態を把握し、実態に即した対策を

講じる。 

〇医師以外の職種は、働き方改革に対応しな

がら医療の質を維持し、過重労働とならな

いように業務内容を見直して業務効率の向

上を図るとともに、職員全体の業務への取

り組み方の意識改革を浸透させる。 

〇業務の効率化を図るため、デジタル化の可

能な業務を具体的に抽出し、検討する。 

〇労働安全衛生室の業務を充実させ、超過労

働対策やハラスメント対策等を強化すると

ともに、職員満足度調査結果の分析を行

い、課題を解決することで職員の安全配慮

や環境改善を図る。 

〇看護職員の夜勤負担を軽減するための協力

体制を強化する。また、通常保育・病児保

育・夜間保育体制の運用維持に努め、職員

が業務に専念できる職場環境を整備する。 
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Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 持続可能な経営基盤の確立 

市立病院としての役割を果たすとともに、

収支のバランスを考え、安定した経営基盤の

確立を目指す。また、施設の老朽化対策とし

て、長寿命化のための予防的な修繕も実施

し、維持管理・更新等に係るトータルコスト

の縮減と予算の平準化を図る。 

医療を取り巻く環境の変化に迅速に対応で

きるように、情報収集や経営分析を進め、地

方独立行政法人の特長をいかし、診療報酬の

改定等に機敏に対応し、経常収支の黒字とと

もに安定的な資金の維持を図る。 

 

【目標値】 

岡山市立総合医療センター 

項目 
令和７年度 

目標 

経常収支比率 101.0％ 
 

〇病床管理を徹底し、市民病院の役割である

「断らない救急」を実施するとともに急性

期病院としての使命を果たす。そのため

に、重症患者の受入れを常時可能とする診

療体制を確保し、増患と患者単価の維持向

上を図る。 

〇病院の機能維持とともに経営基盤を確立す

るために、経営分析を行い、適正な収支の

バランスを導き出すことで、経常収支の改

善を目指し、資金の流出を最小限にとどめ

る。 

 

【目標値】 

岡山市立総合医療センター 

項目 
令和７年度 

目標 

経常収支比率 100.1％ 

 

【目標値】 

市民病院 

項目 
令和７年度 

目標 

新入院患者数 10,830 名以上 

入院・外来手術料合計

（麻酔関連を除く） 
22 億円以上 

 

２ 収入の確保及び費用の節減 

各部門が収益性を意識し、目標達成のため

の取組の進捗状況を管理・評価する。また、

ＤＰＣによる診療情報分析等の積極的な活用

により、適正な収益の確保を図る。 

病棟ごとの病床稼働率や適正な平均在院日

数を維持し、給与費比率の適正化に努めると

ともに、診療材料などの調達方法の改善等に

より費用の節減を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

〇集中治療部門の病床を増床し、重症の救急

医療対応件数を増加させる。急性期病院と

しての役割を果たし、急性期充実体制加算

を堅持する。 

〇断らない救急の実施のため、入退院の管理

を徹底する。平均在院日数を適正水準に維

持しつつ、新規入院患者を獲得し、病床稼

働率の上昇を図り収益確保する。 

〇診療報酬の改定等の動向を注視しながら診

療報酬の適切な請求を行う。 

〇重症患者の受入やベッドコントロールによ

る適正な入院日数を確保することで急性期

病院に見合った単価を維持し収入を確保す

る。費用面では職員の処遇改善や物価の高

騰による増加は避けられないものの無駄は
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【目標値】 
市民病院 

項目 令和７年度目標 

病床稼働率1） 90.0 ％ 

平均在院日数 12.0 日 

経常収支比率 101.0 ％ 

医業収支比率 99.0 ％ 

給与費比率 52.0 ％ 

せのお病院 
項目 令和７年度目標 

病床稼働率1） 90.0 ％ 

在院日数2） 60日以内 

経常収支比率 101.0 ％ 

医業収支比率 89.0 ％ 

給与費比率 75.0 ％ 

1）病床稼働率＝（在院患者延べ数＋退院患者数）×100／（届

出病床数×日数）。在院患者延べ数とは 24 時現在に入院中の

患者の延べ数 

2）診療報酬算定における地域包括ケア病棟入院料の算定限度日

数を目標値としている。 

 

省くなどの消費量の適正化を行い、経費節

減を図る。 

【目標値】 
市民病院 

項目 令和７年度目標 

病床稼働率1） 92.0％ 

平均在院日数 12.0 日 

経常収支比率 100.0％ 

医業収支比率3） 99.5％ 

給与費比率 48.7％ 

せのお病院 
項目 令和７年度目標 

病床稼働率1）  91.7％ 

在院日数2） 60.0日以内 

経常収支比率 101.2％ 

医業収支比率3） 91.1％ 

給与費比率 72.7％ 

1）病床稼働率＝（在院患者延べ数＋退院患者数）×100／（届

出病床数×日数）。在院患者延べ数とは 24 時現在に入院中

の患者の延べ数 

2）診療報酬算定における地域包括ケア病棟入院料の算定限度日

数を目標値としている。 

3）令和 5 年度に策定した強化プランにおいて収益に設立団体か

らの負担金等を含まない修正医業収支比率を数値目標とする

ことになっているが、当法人の中期計画では従来より医業収

支比率に当該負担金等は含めていないため、医業収支比率を

修正医業収支比率と読み替える。 
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７ 持続的に適正なサービスを提供するための源泉 

（１）ガバナンスの状況  

当法人は、法令等を遵守し、中期目標等に基づき業務を行い、法人の目的を有効かつ効率的に果

たすため、役員（監事を除く）における職務の執行が地方独立行政法人法又は他の法令に適合する

ことを確保するための体制その他業務の適正を確保するための体制を内部統制システムとして、そ

の整備に関する事項を業務方法書に定めております。 

詳細につきましては、業務方法書をご覧ください。 

https://okayama-gmc.or.jp/application/files/6715/8621/8615/public_business_method_20200331.pdf 

 

内部統制図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）役員等の状況  

役職名 氏名 備考 

理事長 松本 健五  
常務理事 片山 伸二 法人本部長兼務 

理 事 

前田 嘉信 
岡山大学理事 
岡山大学病院長 
地方独立行政法人玉野医療センター理事 

久保 俊英 新見公立大学特任教授 

髙橋 邦彰 岡山商工会議所専務理事 
岡山県商工会議所連合会専務理事 

今城 健二 岡山市立市民病院院長兼務 
臼井 正明 岡山市立せのお病院院長兼務 

監 事 
䭾沢 徹 弁護士 
大倉 宏治 公認会計士・税理士 

※令和８年３月３１日現在 

任命 必要に応じて選任

岡
山
市

地
方
独
立
行
政
法
人

岡
山
市
立
総
合
医
療
セ
ン
タ
ー

地方独立行政法人
岡山市立総合医療
センター評価委員会

理事⻑監事 会計監査人

理事会 内部統制担当役員

契約審査委員会

内部統制・リスク管理
委員会

岡山市⻑

・中期計画の認可への意見
・評価に関しての意見

せのお病院 市⺠病院 内部統制担当部門

任命

※令和８年３月３１日現在 
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（３）職員の状況  

区分 医師 看護師 事務員 臨床検査 
技師ほか 計 

特別職 1 人 0 人 1 人 0 人 2 人 

正規職員 85 人 445 人 83 人 137 人 750 人 
嘱託職員 11 人 0 人 14 人 32 人 57 人 
再雇用職員 0 人 15 人 8 人 11 人 34 人 

非正規職員 47 人 65 人 80 人 44 人 236 人 

計 144 人 525 人 186 人 224 人 1,079 人 
※令和８年３月３１日現在 

※岡山市からの派遣職員を含む。 

※職員を兼ねる役員を含む。 

 

（４）重要な施設等の整備等の状況  

特になし 

 

（５）純資産の状況  

（単位：百万円） 

区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 

岡山市出資金 2,322 0 0 2,322 

利益剰余金 388 0 △176 212 

純資産合計 2,710 0 △176 2,534 

 

（６）財源の状況 

（単位：百万円） 

区分 金額 構成比率（％） 

収入   

 営業収益 16,241 93.7％ 

 営業外収益 110 0.6％ 

 臨時利益 0 0％ 

 資本的収入 981 5.7％ 

 その他収入 0 － 

  計 17,332 100％ 

（注）四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しない場合があります。 
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（７）社会貢献及び環境への配慮等の状況 

省エネルギー対策に関する取組、グリーン物品等の優先的な調達、環境保全に関する諸法令等の

厳守など、環境への配慮に取り組んでいます。その他、仕事と育児・介護の両立や障害者就労施設

等からの物品等の調達の推進に取り組んでいます。また岡山市の地域医療ケア総合推進センター等

と連携し、共催で多職種研修会の実施、地域における医療、介護の専門職の人材育成や市民との意

見交換会を開催するほか、住民を対象とした市民公開講座を実施する等、社会貢献活動を推進して

います。 

ア 省エネルギー対策 

エネルギーの使用の合理化等に関する法律（昭和 54 年法律第 49 号）に基づく管理体制のもとエ

ネルギー使用状況・温室効果ガス排出状況の監視 

イ グリーン物品等の優先的な調達 

国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（平成 12 年法律第 100 号）の基準を満たし

た物品の調達の推奨 

ウ 社会貢献活動 

「地方独立行政法人岡山市立総合医療センターにおける障害者就労施設等からの物品等の調達方

針」（https://okayama-gmc.or.jp/download_file/1106/0）及び「令和７年度地方独立行政法人

岡山市立総合医療センターにおける障害者就労施設等からの物品等の調達実績」

（https://okayama-gmc.or.jp/download_file/1105/0）を参照してください。 

 

 

８ 業務運営上の課題・リスク及びその対応策 

（１）リスク管理の状況 

 当法人では、「地方独立行政法人岡山市立総合医療センター業務方法書」に基づく「地方独立行

政法人岡山市立総合医療センターリスク管理要綱」により法人運営の障害となるリスクの顕在化の

防止又はリスクが顕在化した場合の損失の最小化を図るリスク管理に取り組んでいます。リスク管

理体制として、病院ごとにリスク管理体制を定めて内部統制担当役員（法人本部長）によって法人

のリスク管理を統括しています。内部統制の状況の確認及びリスク管理並びにリスク戦略について

審議するために、地方独立行政法人岡山市立総合医療センター内部統制・リスク管理に関する委員

会を必要に応じて設置し、本部の内部統制推進部門においてその事務に当たっています。 

 

（２）業務運営上の課題・リスク及びその対応策の状況 

当法人におけるリスクは、法人の目的を阻害する要因である①業務の有効性及び効率性に関する

リスク、②事業活動に関わる法令等の遵守に関するリスク、③資産の保全に関するリスク、④財務

報告等の信頼性に関するリスク及び⑤情報セキュリティの確保及び個人情報保護方針の遵守に関す

るリスクと定めています。 

 これらのリスクを医療安全、感染対策、労働安全衛生、災害対策、個人情報保護、経営戦略、診

療報酬等報酬関係、コンプライアンス、設備・機器保守の分野について各部門で評価、検討してい

ます。 

 

９ 業績の適正な評価の前提情報 

   当法人は、岡山市の医療政策として求められる救急医療、感染症医療、災害時における医療及び高

度医療の提供、地域医療の支援等を行うことにより、岡山市内における医療水準の向上を図り、もっ

て市民の生命と健康を守ることを目的とし、市民に必要とされる医療を実施しています。 
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・24 時間 365 日すべての症状の患者を受け入れ、必要に応じて

専門医療機関に引き継ぐ「岡山 ER」を岡山大学と共同して構

築 

・市民が安心して受診できる救急医療の提供に加え、医療機関 

との役割分担と連携を促進し、最適な救急医療体制を確立 

・行政機関や他医療機関と密接に

連携し、災害時等の医療を確保 

・大規模災害時には DMAT の派遣

等、医療救護が実施できる体制

を構築 

・第二種感染症指定病院として、

感染症等に適切に対応できる院

内体制を構築 

・急性期医療から回復期医療、医療から介 

護等、日々変わる状況の中で、移行期で

あっても充分な支援体制を提供できるよ

う、スムーズに次のステップに橋渡しす

る機能等の構築に取り組む 

・総合調整機能（コーディネート機能） 医療・福祉施設等の連携調整など 

・保健・医療・福祉の総合相談・情報提供（ワンストップサービス） 

・地域医療を担う医師等の安

定的・継続的確保に貢献す

るため、岡大と共同して教

育・人材育成の強化を図

る。 

・そのための研修の場を提供

し、医師の臨床研修や地域

の医療関係者に対する研修

事業を積極的に行う。 

・各医療機関の役割分担と連携を促

進することで地域医療ネットワー

クを確立 

・市民の安全と安心に貢献する総合

福祉の拠点都市となることを目指

す。 

予防、診療から介護まで切れ目のない

サービスの提供に貢献する連携機能 

また、柔軟で迅速な人材確保など、機動性・弾力性が高く、自律的な経営を実践するとともに、市

民へのより良い医療の提供と、より効果的・効率的な病院運営を行っています。当法人は、市民病院

とせのお病院の２病院を有し、互いに連携を図りながら各病院の特性を生かし、地域医療の推進のた

めの重要な役割を担っています。 

 

 

●岡山市における当法人の役割 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

10 業務の成果と使用した資源との対比 

（１）令和７年度の業務実績とその自己評価 

項     目 自己評価 

第１ 市民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する目標を達成するためと

るべき措置 

１ 市立病院として特に担うべき医療 

（１）市民病院 

ア 救急医療・岡山ＥＲ Ｓ 

イ 感染症医療 Ｓ 

ウ 災害医療 Ａ 

エ 小児・周産期医療 Ａ 

オ セーフティネット機能 Ａ 

カ 高度専門医療 Ａ 

（２）せのお病院 

ア 地域医療 Ｓ 

イ 後方支援の役割 Ａ 
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ウ 初期救急医療の提供 Ｂ 

エ 地域包括ケアの充実への貢献 Ｂ 

オ 災害医療 Ｂ 

２ 医療の質の向上 

（１）安全・安心な医療の提供 

ア 医療安全対策 Ｂ 

イ 院内感染発生防止対策 Ｓ 

ウ 行動規範と倫理の確立 Ｂ 

（２）チーム医療の推進による診療体制の充実 Ｂ 

（３）医療の標準化の推進 

ア 総合情報システムの活用 Ａ 

イ クリニカルパス Ｂ 

（４）調査・研究の実施 Ａ 

３ 市民・患者サービスの向上 

（１）患者中心の医療の提供 

ア インフォームドコンセント・セカンドオピニオン Ｂ 

イ 薬剤管理指導・栄養食事指導 Ａ 

ウ 患者ニーズの把握等 Ｓ 

エ 紛争解決 Ｂ 

（２）職員の接遇向上 Ｂ 

（３）市民や患者にわかりやすい情報発信 Ａ 

４ 地域医療ネットワークの推進 

（１）地域医療連携の推進 Ｓ 

（２）在宅医療を含む地域医療等への支援 

ア 在宅医療の推進 Ｂ 

イ 医師不足地域等への人的支援等 Ａ 

５ 教育及び人材育成 Ａ 

６保健・医療・福祉のまちづくりへの貢献 

（１）保健医療福祉行政への協力 Ｓ 

（２）疾病予防の取組 Ｂ 

第２ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 業務運営体制の構築 

（１）業務運営体制の構築 Ａ 

（２）多様な人材の確保 Ａ 

（３）外部評価等の活用 Ａ 

２ 職員のやりがいと満足度の向上 

（１）研修制度の充実及び資格取得への支援 Ａ 

（２）適正な人事評価制度 Ｂ 

（３）職場環境の整備 Ａ 

第３ 財務内容の改善に関する目標を達成するためとるべき措置 

１ 持続可能な経営基盤の確立 Ｂ 

２ 収入の確保及び費用の節減 Ｂ 



24 
 

※評価区分 

Ｓ：年度又は中期計画を大幅に上回って実施 

Ａ：年度又は中期計画を上回って実施 

Ｂ：年度又は中期計画を順調に実施 

Ｃ：年度又は中期計画を十分に実施できていない 

Ｄ：年度又は中期計画を大幅に下回っている 

 

（２）当中期目標期間における設立団体の長による過年度の総合評定の状況 

大項目 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

第１ 市民に対して提供するサービス

その他の業務の質の向上に関する目標

を達成するためとるべき措置 

３ ３ ４ － 

第２ 第２ 業務運営の改善及び効率

化に関する目標を達成するためとるべ

き措置 

３ ３ ３ － 

第３ 財務内容の改善に関する目標を

達成するためとるべき措置 

３ ２ ２ － 

※評価区分 

５：中期目標を大幅に上回る特筆すべき状況にある 

４：中期目標を達成した 

３：中期目標を概ね達成した 

２：中期目標を十分に達成できていない 

１：中期目標を大幅に下回っている 
 

11 予算と決算との対比                            単位：百万円 

区   分 
当初予算額 決算額 差額 ※ 

    （決算額－予算額）   

収入   17,484 17,332 △152   

  営業収益 16,344 16,241 △102 ① 

  営業外収益 94 110 16   

  臨時利益 0 0 0   

  資本的収入 1,046 981 △65 ② 

支出  17,227 18,523 1,296   

  営業費用 15,222 15,516 294 ③ 

  営業外費用 143 140 △3   

  臨時損失 0 0 0   

  資本的支出 1,862 2,867 1,005 ④ 

  その他支出 0 0 0   

単年度資金収支 

（収入－支出） 
256 △1,191 △1,448 ⑤ 

    ※予算と決算の差額の理由 
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    ① 市民病院の入院患者数が予算見込みを下回り、医業収益が減収になったことが要因です。 

    ② 損益計算書の営業収益に計上されている資産見返運営費負担金戻入、資産見返運営費交付金

戻入、資産見返物品受贈額戻入、資産見返補助金等戻入及び資産見返寄附金戻入は、決算額

に含んでおりません。また、長期借入金の減額により減少しています。 

    ③ 物価高騰等により、材料費、経費等が予算見込みを上回り、費用が増加しております。 

    ④ 有価証券の購入により増加となっています。 

    ⑤ ①の減少及び④が増加したことにより収支が予算より減少しております。 

詳細につきましては、財務諸表等をご覧ください。 

 
12 要約した財務諸表 

それぞれの詳細につきましては、財務諸表等をご覧ください。 

（１）貸借対照表 

貸借対照表は、３月３１日時点での財産を表した表です。主要項目の額は下記のとおりです。 

単位：百万円 

科目 金額 科目 金額 

【資産の部】  【負債の部】  

固定資産 12,212 固定負債 15,059 

有形固定資産 10,529 流動負債 2,694 

無形固定資産 287 負債合計 17,752 

投資その他資産 1,395 【純資産の部】  

流動資産 8,075 資本金 2,322 

    利益剰余金 212 

  純資産合計 2,535 

資産合計 20,287 負債純資産合計 20,287 

 

（２）損益計算書 

損益計算書は、1 年間の利益を計算した表です。主要項目の額は下記のとおりです。 

単位：百万円 

科目 金額 

営業収益 16,541 

医業収益 15,105 

その他収益 1,436 

営業費用 15,993 

医業費用 15,774 

その他費用 219 

営業利益 548 

営業外収益 106 

営業外費用 829 

経常利益 △176 

臨時利益 0 

臨時損失 0 

当期純利益 △176 

 

（３）純資産変動計算書  

純資産変動計算書は、貸借対照表の「純資産の部」の会計年度中の動きを計算した表です。 
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単位：百万円 

科目 資本金 資本剰余金 利益剰余金 純資産合計 

当期首残高 2,322 0 388 2,710 

当期変動額 0 0 0 0 

 資本金の変動額 0 0 0 0 

 資本剰余金の変動額 0 0 0 0 

 利益剰余金の変動額 0 0 △176 △176 

当期変動額合計 0 0 △176 △176 

当期末残高 2,322 0 212 2,535 

   

（４）キャッシュ・フロー計算書 

    キャッシュ・フロー計算書はキャッシュの増減プロセスを表したものです。主要項目の額は下記

のとおりです。 

                            単位：百万円 

科目 金額 

業務活動キャッシュ・フロー 416 

投資活動キャッシュ・フロー △456 

財務活動キャッシュ・フロー △293 

資金増加額 △333 

資金期首残高 4,596 

資金期末残高 4,263 

 

（５）行政コスト計算書 

行政コスト計算書は、当法人がサービスを実施するための費用の総額を表した表で補完的な財務

諸表とされています。 

単位：百万円 

科目  金額  

 損益計算書上の費用  16,822 

  経常費用 16,822 

   臨時損失 0 

 その他行政コスト 0 

 行政コスト合計  16,822 

 

13 財政状態及び経営状況及びキャッシュ・フローの状況の理事長による説明情報 

（１）貸借対照表 

【資産】 

令和 7 年度末現在の資産合計は 20,287 百万円と、前年度の 20,896 百万円から 609 百万円減

（3.0％減）となっています。主な要因としては新規投資よりも減価償却が大きかったことがあげ

られます。 

【負債】 

令和 7 年度末現在の負債合計は 17,752 百万円と、前年度の 18,186 百万円から 434 百万円減

（2.4％減）となっています。主な要因としては岡山市への借入金の返済による長期借入金の減少

があげられます。 
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【純資産】 

純資産は 2,535 百万円と、前年度の 2,710 百万円から 175 百万円減（6.5％減）となっています。

要因としては当期総損失を 175 百万円を計上したことがあげられます。 

 

（２）損益計算書 

【収益】 

令和７年度の収益は 16,647 百万円と、前年度の 15,751 百万円から 896 百万円増（5.6％増）と

なっています。要因としては、入院単価の増加による入院収益の増収、外来患者数及び外来単価

の増加による外来収益の増収、また、補助金の増加があげられます。 

【費用】 

令和７年度の費用は 16,822 百万円と、前年度の 16,295 百万円から 527 百万円増（3.2％増）と

なっています。要因としては、高度医療の増加に伴う材料費の増加のほか、処遇改善による給与

費の増加や物価高騰による経費の増加があげられます。 

【当期純損益】 

令和７年度の当期総損失 176 百万円と、前年度の当期総損失 543 百万円から 367 百万円減とな

っています。要因としては、退職給付引当金費用の減少、控除対象外消費税償却費の減少、賃上

げ・物価上昇に対する支援事業費補助金による収入があったことがあげられます。 

（３）純資産変動計算書 

当事業年度の純資産は、前期の未処分損失を 543 百万円積立金から振り替えました。（純資産額

の変動はなし。）当期総損失の 176 百万円を積立金から取崩し、2,535 百万円となりました。 

（４）キャッシュ・フロー計算書 

【業務活動によるキャッシュ・フロー】 

令和７年度の業務活動によるキャッシュ・フローは 416 百万円の収入となり、前年度の 247 百

万円の収入から 169 百万円増（68.4％増）となっています。主な要因として、賃上げ・物価上昇

に対する支援事業費補助金による収入があったことがあげられます。 

【投資活動によるキャッシュ・フロー】 

令和７年度の投資活動によるキャッシュ・フローは 456 百万円の支出となり、前年度の 334 百

万円の支出から 122 百万円減（36.5％増）となっています。主な要因としては固定資産の購入等

が増加したことがあげられます。 

【財務活動によるキャッシュ・フロー】 

令和７年度の財務活動によるキャッシュ・フローは 293 百万円の支出となり、前年度の 325 百

万円の支出から 32 百万円減（9.9％減）となっています。主な要因としては長期借入れによる収

入が増加していることがあげられます。 

（５）行政コスト計算書 

当事業年度の行政コストは16,822百万円です。内訳としては損益計算書上の費用が16,822百万円

でありその他行政コストは発生していません。 
 

14 内部統制の運用に関する情報  

内部統制の主な実施状況は、次の通りです。 

【医療安全に関すること】 

医療・患者安全管理室に提出されたインシデント・アクシデントレポートについて事実確認を

行い、確認後は多職種で定期的に開催している医療・患者安全管理室会議及び医療・患者安全管

理委員会で協議し、改善策を講じました。 

【個人情報に関すること】 
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  個人情報保護、コンプライアンスに係る研修を全職員に対して実施し、行動規範と倫理観の向 

 上を図りました。また、個人情報保護については、個人情報保護法や岡山市条例、法人規程に基 

づいた対応を実施しました。 

【入札及び契約に関すること】 

事務事業等の契約において、公平かつ適正な事業の執行を図ることを目的として、定期的又は

必要に応じて契約審査委員会を開催し、事務事業等の契約の適否の判断、業者の指名及び選定等

について審議を行いました。また、予定価格が５，０００万円以上の工事契約、動産等の買入れ

等については、審議事項として理事会へ提出し議決を経て、入札・契約を行いました。 

【財務に関すること】 

当法人が作成した令和７年度財務諸表の正確性を法人が評価することに資する目的で、監査法

人に合意された手続き業務の実施を依頼し、結果報告書の提出を受けました。 

 

15 法人の基本情報 

（１）沿革 

   平成２６年４月に地方独立行政法人として設立 

 

（２）設立団体 

   岡山市 

 

 （３）組織図（令和８年３月３１日） 

 
 

財務課

感染症内科

膠原病・リウマチ内科
腎臓内科

脳神経内科
心療内科

呼吸器内科
循環器内科

内分泌内科
総合内科

血液内科
糖尿病内科

内科

消化器内科

診療部

抗菌薬適正使用支援チーム

感染管理室

感染制御チーム

医療・患者安全管理室

岡山市立市民病院 医療の質管理室

高難度新規医療技術評価室

人事課

広報室

企画運営課

労働安全衛生室

人材開発室

経営推進室

運営改善室

事務局 危機管理室

法人本部

理事長

理事会
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 事務部

入退院支援室
患者相談窓口

栄養科

地域医療連携室

臨床検査技術科

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ技術科

診療支援部 放射線技術科

薬剤部 薬剤科

看護部 看護科

リハビリテーション科
放射線科

皮膚科
泌尿器科

眼科
耳鼻咽喉科

整形外科
リウマチ科

診療部

内科

岡山市立せのお病院 医療・患者安全管理室

感染管理室

集中治療部

がん治療サポートセンター

手術室

内分泌センター

治験センター

低侵襲手術センター

心不全センター

マタニティセンター

人工関節センター

内視鏡センター

リハビリテーションセンター

消化器疾患センター

脳疾患センター

糖尿病センター

ＩＶＲセンター

リウマチセンター

肝疾患センター

血液・腫瘍センター 

救急サポートチーム

診療エリア

健康管理センター

特定行為教育研修センター

救急センター

ドクタークラーク室

卒後臨床教育研修センター

地域医療支援課

患者相談窓口

情報システム課

入退院管理支援センター 医事課

管理係
施設係

用度課(用度・臨床工学)

ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ技術科

事務部 総務課

臨床検査技術科

栄養科

診療支援部 放射線技術科

薬剤部

看護部

臨床検査科
口腔支援科

ペインクリニック外科
病理診断科

放射線科
麻酔科

救急科
リハビリテーション科

耳鼻いんこう科
皮膚科

小児科
眼科

形成外科
産婦人科

泌尿器科

脳神経外科
整形外科

外科
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（４）本部・病院の所在地（令和８年３月３１日現在） 

法人本部     ：岡山県岡山市北区北長瀬表町三丁目２０番１号 

  岡山市立市民病院 ：岡山県岡山市北区北長瀬表町三丁目２０番１号 

  岡山市立せのお病院：岡山県岡山市南区妹尾８５０番地 

（５）主要な財務データの経年比較 

                                           単位：百万円 

区     分  令和３年度 令和４年度 令和５年度  令和６年度 令和７年度 

経常収益 15,685 15,709 15,252 15,752 16,647 

経常費用 14,496 15,143 15,751 16,295 16,822 

当期総利益 

（純損失） 
1,189 566 △499 △543 △176 

資産  21,809 22,594 21,811 20,896 20,287 

負債  18,624 18,841 18,558 18,186 17,752 

利益剰余金 

（繰越欠損金） 
863 1,430 931 388 212 

業務活動による C・F 2,773 1,233 1,085 247 416 

投資活動による C・F △ 975 △259 △405 △334 △456 

財務活動による C・F △ 482 351 △459 △325 △293 

資 金 期 末 残 高  3,461 4,786 5,008 4,596 4,263 

 

（６）翌事業年度に係る予算、収支計画及び資金計画 

令和８年度予算 

                                        単位：百万円 

収入 支出 

営業収益 16,437 営業費用 15,854 

 医業収益 15,486  医業費用 15,616 

 運営費負担金収益 839  一般管理費 237 

 その他営業収益 113    

営業外収益 102 営業外費用 150 

 運営費負担金収益 37    

 その他営業外収益 65    

臨時利益 0 臨時損失 0 

資本的収入 1,334 資本的支出 2,529 

 長期借入金 1,062  建設改良費 1,122 

 運営費負担金収入 272  償還金 1,099 

 その他資本的収入 0  その他資本的支出 308 

その他収入 0  その他支出 0 

計 17,873 計 18,532 



31 
 

令和８年度収支計画 

単位：百万円 

区分 金額 

収益の部 16,861 

 営業収益 16,764 

  医業収益 15,426 

  運営費負担金収益 839 

  資産見返運営費負担金戻入 386 

  資産見返受贈額戻入 0 

  その他営業収益 113 

 営業外収益 98 

  運営費負担金収益 37 

  その他営業外収益 60 

 臨時利益 0 

費用の部 17,368 

 営業費用 16,515 

  医業費用 16,278 

  一般管理費 237 

 営業外費用 853 

 臨時損失 0 

純利益 △ 507 

目的積立金取崩額 0 

純利益 △ 507 

 

令和８年度資金計画 

                             単位：百万円 

区分 金額 

資金収入 23,725 

 業務活動による収入 16,539 

  診療業務による収入 15,486 

  運営費負担金による収入 876 

  その他業務活動による収入 178 

 投資活動による収入 1,272 

  運営費負担金による収入 272 

  その他投資活動による収入 1,000 

 財務活動による収入 1,062 

  長期借入による収入 1,062 

  その他財務活動による収入 0 
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 前年度からの繰越金 4,853 

資金支出 23,725 

 業務活動による支出 16,003 

  給与費支出 8,035 

  材料費支出 4,708 

    その他業務活動による支出 3,261 

 投資活動による支出 2,430 

  有形固定資産の取得による支出 1,122 

  その他投資活動による支出 1,308 

財務活動による支出 1,099 

  長期借入の返済による支出 977 

  移行前地方債償還債務の償還による支出 122 

  その他財務活動による支出 0 

翌年度への繰越金 4,193 

 

16 参考情報  

（１）要約した財務諸表の科目の説明  

ア 貸借対照表 

固定資産 

有形固定資産   :土地、建物、医療用器械など 

無形固定資産   :ソフトウェア、電話加入権など 

投資その他資産  :長期貸付金（奨学金貸与）など 

流動資産    

現金及び預金   :現金、預金 

医業未収金   :医業収益に対する未収金 

棚卸資産   :医薬品、診療材料、給食用材料など 

その他   :貸倒引当金、未収金、前渡金、前払費用など 

固定負債 

資産見返負債   :補助金等により購入した償却資産の負債計上額 

長期借入金   :病院事業債 

引当金 

         （退職給付引当金）  :将来支払われる退職給付に備えて設定される引当金 

その他   :長期未払金、資産除去債務など 

流動負債 

未払金   :医薬品、診療材料、給食用材料に係る未払債務 

一年以内返済長期借入金 :一年以内に返済期限が到来する長期借入金 

引当金 

（賞与引当金）  :支給対象期間に基づき定期に支給する役員業績年引当金 

その他   :預り補助金等、未払消費税など 

純資産 

資本金   :設立団体による出資金  
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利益剰余金   :業務に関連して発生した剰余金の累計額 

繰越欠損金   :業務に関連して発生した欠損金の累計額  

 

イ 損益計算書 

医業収益   :医業（入院診療、外来診療等）に係る収益 

その他収益   :運営費負担金、交付金等のうち負債に計上されない収益、 

治験等の受託収益、施設の賃貸借に係る収益など 

医業費用   :給与費、材料費、経費、減価償却費など 

一般管理費   :法人本部にかかる給与費、経費など 

営業外収益   :受取利息など 

営業外費用   :借入に係る利息など 

臨時損益   :固定資産除却損益など臨時的に発生する損益 

 

ウ 純資産変動計算書当期末残高  

貸借対照表の純資産の部に記載されている残高 

 

エ キャッシュ・フロー計算書 

業務活動によるキャッシュ・フロー 

通常の業務の実施に係る資金の状態を表す診療業務活動によるキャッシュ・フロー医業に係る

収入、医業を行うための人件費、医薬品等の材料費購入による支出など  

投資活動によるキャッシュ・フロー 

定期預金の戻入による収入及び預入による支出、固定資産の取得による支出など 

財務活動によるキャッシュ・フロー 

長期借入金の借入による収入及び返済による支出など  

 

オ 行政コスト計算書  

損益計算書上の費用  

損益計算書における経常費用、臨時損失      

行政コスト  

地方独立行政法人のアウトプットを産み出すために使用したフルコストの性格を有するととも

に、地方独立行政法人の業務運営に関して市民の負担に帰せられるコストの算定基礎を示す指

標としての性格を有するもの 

  

 （２）その他公表資料等との関係の説明  

事業報告書に関する報告書等として、以下の報告書等を作成しています。  

●ホームページ：当法人のご案内や各イベント等の告知のほか、各業務を通じて得られた知見や

情報を発信しています。  

●第３期中期目標、第３期中期計画、令和７年度年度計画  

●業務方法書  

●障害者就労施設等からの物品等の調達の推進を図るための方針障害者就労施設等からの物品等

の調達実績  

●業務実績等報告書  

●財務諸表等（財務諸表、附属明細書、決算報告書）   など       



　　




